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3-2-3-2 施設図 

 
(1) 標準井戸構造図 
(2) 機械室（TypeA、TypeB） 
(3) 管理人室 
(4) 貯水槽 
(5) 公共水栓 
(6)  家畜水飲場 
(7)  車両給水所 
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3-3 相手国側負担事業の概要 

 
無償資金事業が実施されるに際して、「セ」国政府に以下のような措置等が求められる。 

 
相手国側負担事業 

手続き事項 
・贈与に基づいて購入される生産物の港における陸揚げ、通関に係る手続き、および国 
内輸送を速やかに実施すること。 

・認証された契約に基づき調達される生産物および役務のうち日本国民に課せられる関 
税、内国税およびその他の財政課微金を免除すること。 

・認証された契約に基づいて供与される日本国民の役務について、その役務の遂行のた 
めの入国および滞在に必要な便宜を与えること。 

・当該国政府は、銀行取決めを締結した銀行に対し、支払い授権書の通知手数料及び支 
 払い手数料を負担しなければならない。 
・贈与によって負担される経費を除き計画の実施のために必要な維持・管理費全ての経 
費を負担すること。 

計画本体に係る事項 
・工事開始前に、施設の建設に必要な土地を確保し、かつ用地の整地を行うこと。 
・工事開始前に、施設の建設に必要なアクセス道路を整備すること。 
・本計画により建設される施設および購入される機材が、当該計画の実施のために適正 
かつ効果的に維持され、使用されること並びにそのために必要な要員等の確保を行う

こと。 
・工事開始前の段階から、プロジェクト対象サイトを支援し、状況に応じて、プロジェ

クトを円滑に進めるために必要な投入を行うこと。 
・ソフトコンポーネント計画に参画が必要な維持管理センター及び対象村落の関係者等

の当該プログラム活動への協力体制を、活動開始前に準備すること。 
・本計画のソフトコンポーネント活動に引続き、給水施設完成後は、従量制水利費支 
払い制度の導入、モニタリング等を実施すること。 

 
 



 3-81

3-4 運営・維持管理計画 

 
3-4-1 現状と基本方針 

 
「セ」国地方給水事業の基本方針は、中央／地方行政／村落／民間の連携と、水利用者管理組

合(ASUFOR)導入による行政支援下での地域住民による主体的な維持管理体制の確立を目指すと

している。既存の水管理委員会（Comité de gestion）からASUFORへの住民組織強化を図り、給水

施設（レベル２）の運営・維持管理責任を行政側からASUFORへ移管することにより、従来の維

持管理本部(DEM)および維持管理センター(BPF)が行ってきた維持管理業務（井戸や水中ポンプに

係わるような大規模な改修などを除く）をASUFOR と民間業者間の契約にて実施し、行政側は監

理・監督するというものである。 
従って給水施設改修後は各サイトの維持管理組織が施設の所有権を持ち、井戸を使用する村落

に対する管理責任を持つこととなる。改修対象サイトではASUFORが設立されているサイトと水

管理委員会が管理を行っているサイトが混在している。維持管理強化のソフトコンポーネント計

画では、ASUFORが導入されていないサイトについてはASUFOR設立することにより、徹底した

運営維持管理の啓蒙普及を行い、村落レベルでの維持管理が可能となることを目指す。また、

ASUFORがすでに設立されているサイトにおいては、ASUFORの稼働状況に応じ分類し、分類さ

れたASUFOR毎の課題に応じてソフトコンポーネント計画を実施していく。 
また、住民への啓蒙普及活動は組織的活動の経験の少ない住民の状況を踏まえ、時間を要する

ことが予想されるため、改修前の段階から開始する方針である。 
 
3-4-1-1 行政レベルでの維持管理体制 

 
(1) 維持管理局（DEM）における給水施設維持管理業務実施体制 

DEMにおける給水施設維持管理業務実施体制は以下の表の通りである。 
 

表3-24 DEMにおける給水施設維持管理業務実施体制 

 

 

 

レベル 組 織 主な担当業務 

中央レベル 維持管理局（DEM） 維持管理計画・立案・監理 

関連機関・部局との調整 

地域レベル 維持管理本部（全国3ケ所） 

（ルガ州、カオラック州、タンバクンダ州） 

維持管理センターで対応困難な給水施設の点検・

修理 

地方支所（全国15ヶ所） 地方行政組織との調整業務 地方レベル 

維持管理センター（BPF）（全国15ヶ所） 給水施設の予防管理・修理 

緊急給水（断水時などの対応） 

住民の意識化・啓蒙・教育 
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(2) 地方政府の給水施設維持管理にかかる支援体制 
村落住民が適切な給水サービスを享受できるよう、地方レベルにおいても地方村落の給水事業

に関する情報の収集／管理、事業状況の監理／サポート等が行なわれている。 
給水施設の維持管理体制としては、ASUFORの監理委員会（Commission de contrôle）があり、

郡長（Sous-préfet）、村落評議会議長（PCR：Président de la communauté rurale）がBPF長と共にメン

バーとなっている。また、州知事（Gouverneur）はASUFOR承認の役割をもっている。 
 
3-4-1-2 住民レベルでの維持管理体制 

 
今後は村落給水施設の維持管理に関して行政に期待できる役割が極端に限定されることになり、

その役割を住民自らが行なうこととなる。ASUFOR の導入は「セ」国の国家政策であり、その標

準規約については法規にも明記されている。 
モニタリング及び修繕のための財源は ASUFOR 自らが確保することになるため、必要な経費を

確保できない村落では水の供給が滞る可能性が出てくる。すなわち、ASUFOR の役割はこれまで

以上に重視され、その運営維持管理能力の向上は喫緊の課題となっている。 
 

(1)  ASUFOR とその能力強化の必要性 
「セ」国政府の地方給水事業改革の基本原則は以下の３つである。  

①地方給水施設の運用･維持管理に関する中央行政の撤退 
②地方給水施設維持管理事業に関する地方レベルへの委託と裨益者負担の推進 
③地方給水施設の運営･維持管理における民間セクター起用の促進 

 
(2)  ASUFORの実施体制 
以下にASUFORの実施体制について項目毎にまとめる。 
 
① ASUFOR の基本方針 
・住民主体・参加による管理運営： 施設運営・維持管理費の住民負担 
・水利費従量制の導入： 量水器設置を伴う 
・管理運営の透明性の確保： 運営・財政状況について住民に情報を開示する 
・女性の参加促進： 特に理事・事務局ポストへの女性選出を奨励している 
・村落・民族・グループ間の公平さ： 理事・事務局員選出する際に特に配慮する 
・維持管理等への民間業者の導入 
 
② ASUFORの基本枠組み（住民総会－理事会－事務局） 
a. 住民総会 
構成：組合員全員。 
会合：総会は年に最低 1 回開催される。なお、総会の前には、監理委員会により会計監査（銀行

口座の確認）が行われる。 
役割：事務局／理事会より運営状況の報告、理事選出が行われるが、運営に係わる最終的な決定

事項は総会により承認される必要がある。 
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b. 理事会  
構成：以下の施設利用者の代表者および以下住民組織の代表者。なお、構成員の50％は女性であ

ることが望ましい。 
施設：公共水栓、家畜用水飲場、車両給水所、各戸給水 
組織：衛生村落、牧畜従事者、菜園従事者、女性グループ、スポーツ文化グループ（青年グループ） 
任期：2年。再選は可能だが、更新時には全体の半数以上の改選が必要。 
役割：行政機関側との連絡・協議、重要事項の決定、会計・活動状況の監査、村落内での問題解

決等を行う。 
会合：月１回定期会合を開催する。構成員の2/3以上の出席で有効となる。議事録を作成し、BPF

と郡庁へ提出する 
報酬：各理事へはASUFORより応分の報酬が支払われる。 
 
c. 事務局  
構成：代表 1 名、副代表 2 名、書記および補佐、会計および補佐、監視員および補佐それぞれ 1 名。

なお、BPF は代表または副代表への女性就任を強く勧めている。村落共同体・市・州議会事

務局員、地方議員、村長、宗教および伝統的権威者は事務局員となる資格を持たない。 
任期：１年。連続 3 期まで再任可能。 
会合：月１回以上定期会合を開催する。構成員の 1/3 以上の出席で有効となる。 
役割：設立当初の内部規定(案)の策定、銀行口座の開設、ASUFORの会計管理等、給水施設の運営・

活動・監理を行い、従量制に基づく料金徴収を行う。また、住民集会の調整、召集、開催や、

村落間、村落内部の協調促進等をおこなう。各事務局員へはASUFORより応分の報酬が支払

われる。 
 
③ 施設維持管理に関するその他の関係者 
・オペレーター（運転管理人） 
役割：日常の給水施設の操業、各給水施設の巡回・点検・メンテナンス、施設の運転記録（特

に配水量／給水量、運転状況、故障等の記録）、施設操業に係わる収支記録（燃料費・消

費量等）、ASUFOR／BPFへの報告業務 
資格：‐18 歳以上でフランス語の読み書きが出来ること、 

‐6 年程度の基礎教育修了以上の学歴があること 
‐健康状態が良好であること 

・公共水栓管理人 
役割：‐ 給水サービスの提供（給水栓の管理、水利費の徴収、蛇口交換などの軽微なメンテ

ナンス作業） 
‐ 公共給水施設を清潔に保つための衛生活動 
‐ 禁止事項を徹底するための活動（施設周辺での家畜や車両の洗浄禁止や、水の無駄

使い防止等） 
- 各施設の給水量（売水量）の記録、徴収金額等の報告業務 
- 量水器に基づく各施設の水利費の事務局 への支払義務 
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公共水栓管理人は、理事会または事務局の構成員ではない住民から選出され、理事会と上記 

業務についての契約を締結し、応分の報酬を得る。 
 
④ ASUFOR 内規記載事項 
・入会金（利用者１人当たり）は最低 100FCFA とする。 
・資金管理のために金融機関の口座を開設する。 
・その他重要記載事項（各ASUFORが協議により決定）：水利費（FCFA/m3）、公共水栓管理人お

よび家畜用水飲場管理人の労働時間と報酬、オペレーターの報酬等 
 
3-4-1-3 民間委託による施設維持管理体制 

 
給水施設の修理業務に関する民間委託が現在進行中である。ASUFOR の普及率が高く、円滑に

稼動しているサイトが多い中部地域において、2009 年度において民間移行を目指しており、北部

地区においては民営化の為に必須である ASUFOR の設立がほぼ終了しているものと思われる。他

の地域も「セ」国の民間移行プログラムに沿って順次体制構築を全国展開する計画となっている。 
 
民間業者の義務と役割は以下の通りである。 
①契約に沿った給水施設の定期点検、維持管理及び補修の実施 
②給水施設及び機材の修理における正しい技術的仕様の遵守 
③村落に対する技術的な助言･推奨 
④記録と協議議事録の作成 
⑤行政による調停への尊重 
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3-4-2 プロジェクトの運営・維持管理計画 

 
3-4-2-1 ASUFOR設立 

 
本計画において、ASUFORが設立されていないサイトにおいては、以下の手順を参考に設立、

育成を行っていく。なお、ASUFORがすでに設立されているサイトにおいては、課題を分析し、

社会経済条件に対する方針等も踏まえ、必要なフォローアップを行うこととする。 
 

表3-25 ASUFOR啓蒙普及手順 

第１段階：  コンタクト 活動：ASUFORに関連する主要アクターへのコンタクト 

対象者：地方行政、地方議員、村長、宗教指導者、長老、井戸管理委員会 

実施者：BPF／コンサルタント 

啓蒙普及内容：活動の説明、関係者の支援要請 

第２段階：  住民コンタクト 活動：村落ごとのASUFOR 啓蒙普及 

対象者：村長、宗教指導者、長老、青年グループ、女性グループ、水利用者 

実施者：BPF／コンサルタント、井戸管理委員会代表 

啓蒙普及内容：地方給水行政の改革、維持管理業務の民間委託等 

第３段階：  統合 活 動：第１回住民総会（AG（Assemble Général）１） 

対象者：全ての水利用者、特に理事、青年・女性グループ、組合 

実施者：DEM、BPF、コンサルタント、関連プロジェクト、NGO 

啓蒙普及内容：内部規定に示す理事と事務局の役割 

第４段階：  能力強化 活 動：理事会・事務局研修および内部規定説明・作成 

対象者：理事／事務局 

実施者：コンサルタント、BPF、プロジェクト 

第５段階：  ASUFOR形成 活 動：住民総会AG2：事務局承認、議事録署名 

対象者：水利用者、特に理事全員 

実施者：理事会、地方行政、地方議員、プロジェクト、地域住民 

 
3-4-2-2 水利費の設定 

 
 サイトの給水施設の維持管理のための資金は水利費によって積立てられる。そのためにも

ASUFOR は水利費の徴収率を高め、その貯蓄を行ない、故障時に備える必要がある。 
適正な水利費設定については以下のように整理できる。 
 
i. 施設の維持管理費：必要燃料費（電気料金）、機材修繕費等（給水施設の仕様により異なる） 
ii. 事務局運営費：事務局員、オペレータおよび料金徴収人の雇用費、定期活動報告のための費用

等（施設の仕様に関係なく、どのサイトも日常的に発生する経費） 
iii. i と ii を満たすために必要な水利費の算出 
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各村の水利費の設定は、村落内部規定を策定する際に、上記のような運営維持管理費用の目安

と、各村落の給水施設の規模、村落の形態、経済状態、利用者の構成（中心村落の住民／利用給

水施設／家畜数等）などを基に、組合員となった利用者の合意の下で決定される。その際、行政

側の支援やASUFOR導入時に実施される各ドナーによる支援活動のサポートを得て決定されるこ

とが多いが、本計画でも利用者負担金額の設定条件、および徴収方法等について社会経済条件を

踏まえた上で、より適切な料金設定および徴収率の向上のための支援を行なっていく。 
 
3-4-2-3 モニタリング体制の確立 

 
現在実施中の技術協力プロジェクトPEPTAC2では、持続可能なモニタリング・システムとして

DEM主導によるモニタリング以外に住民によるモニタリング強化を提案している。 
当該案件ではASUFOR理事会メンバー・住民による自己モニタリング方法として、以下の方法

が検討されている。 
・ASUFOR連合による情報共有・相互協力の検討 
・定期的に開催される市場等を利用し、会計状況の報告や水利費の値上げ等に関する情 
報を伝達するシステムの検討 

・年次の総会だけでなく、モスクや市場等人が集まる場でASUFORの活動状況を掲示する 
ことで情報開示を図り、住民によるチェック機能を高めていく 

 
今後DEMからの支援が縮小されることを考えると、上記のような自己モニタリング体制は、給

水施設維持管理のための重要なシステムといえる。本ソフトコンポーネント計画においても、住

民モニタリング体制構築に係るPEPTAC2の知見および成果を活用し、ASUFOR啓蒙活動の強化を

行っていく。 
 
 



 3-87

3-5 プロジェクトの概略事業費 

 
3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

 
本計画を実施する場合に必要となる事業費総額は、12.99 億円となり、先に述べた日本国と「セ」

国との負担区分に基づく双方の経費内容は、下記 5-1-3 に示す積算条件によれば、以下の通りに

見積もられる。但し、この概算事業費は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 
 

3-5-1-1 日本側負担経費 

概略総事業費       約 1,299 百万円 

(1)  施設建設費  19 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円）

施設 
井戸建設工事、揚水機器設置工事、機械室建設工事、貯水槽

建設工事、配管工事、配水施設建設工事、各種改修･拡張工事 1,130.8 

実施設計・施工監理 176.2 

ソフトコンポーネント活動 19.4 

概略事業費（計）     約 1,299.４百万円 

 

① ティエス州 1 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円）

施設 井戸建設工事、揚水機器設置工事 65.0 

実施設計・施工監理 10.4 

ソフトコンポーネント活動 1.1 

概略事業費（小計）      約 76.5 百万円 
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② ルーガ州 1 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円）

施設 

井戸建設工事、揚水機器設置工事、機械室建設工事、貯

水槽建設工事、配管工事、配水施設建設工事、各種改

修･拡張工事 
52.3 

実施設計・施工監理 8.3 

ソフトコンポーネント活動 0.9 

概略事業費（小計）      約 61.5 百万円 

 
③ マタム州 2 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円）

施設 

井戸建設工事、揚水機器設置工事、機械室建設工事、貯

水槽建設工事、配管工事、配水施設建設工事、各種改

修･拡張工事 
181.0 

実施設計・施工監理 28.9 

ソフトコンポーネント活動 3.2 

概略事業費（小計）      約 213.1 百万円 

 
④ タンバクンダ州 15 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円）

施設 

井戸建設工事、揚水機器設置工事、機械室建設工事、貯

水槽建設工事、配管工事、配水施設建設工事、各種改

修･拡張工事 
805.5 

実施設計・施工監理 128.6 

ソフトコンポーネント活動 14.1 

 

概略事業費（小計）      約 948.3 百万円 
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3-5-1-2 「セ」国側負担経費  

 
費目 経費 備考 

支払い授権書(A/P)の通知手数料 12,000 円 
A/P 開設:\4,000  

A/P ｱﾒﾝﾄﾞ:\2,000 

銀行取極を締結した銀行に対する支払

い手数料 

649,500 円 

 
E/N 額の 0.05% 

合 計 661,500 円  

 
3-5-1-3 積算条件 

 
① 積算時点  平成 21 年 9 月 
 
② 為替交換レート 1 米ドル（US$） =  97.55 円 

   1 ﾌﾗﾝｾｰﾌｧｰ（FCFA）=  0.204 円 

 
③ 施工・調達期間 単債１期による工事・調達とし、各期に要する詳細設計、工事・調達

の期間は、施工・調達工程に示した通り。 
 
④ その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるもの

とする。 
 
 

3-5-2 運営・維持管理費 

 
本計画による事業実施後、建設された給水施設の運営･維持管理にかかる「セ」国側負担費用に

ついて、対象サイト別の維持管理費に対する負担金と支払い意志額について表 3-28 に示す。 

支払い意志額は 1m3 当りに換算された金額で、社会条件調査から得られた値である。いずれの

サイトも社会条件調査で得られた水 1m3 当りの支払い意志額より水価（1m3 当りの維持管理費）

の方が低いため、住民は維持管理費を支払うことが可能であると判断される。従って本計画で建

設される給水施設は、適切に運営維持管理されると考えられる。 

 



 

表 3-26 サイト別負担金 

 
サイト ポンプ容量（kw）

発電機出力
（KVA)

給水量
（m3/日）

運転時間
（ｈｒ）

燃料消費量（㍑
/h）

燃料消費量（㍑/
日）

電力消費量
（kwh/日） 燃料額（CFA) 電気額（CFA)

ポンプ運転人
（CFA) 合計（CFA) 数量 総計（CFA) 水価（CFA/m3）

支払い意思額
（CFA/m3）

① ② C ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=①×③ ⑦=⑤×単価 ⑧=⑥×単価 ⑨
⑩=(⑦+⑧+⑨)×

1.5 A B=⑩×A D=B/C 社会状況調査から

GOUDIRY 15 50 752 8 120 0 13,620 4,000 26,430 2 52,860 70 400

SINTHIOU MALEME 11 50 480 8 88 0 9,988 4,000 20,982 2 41,964 87 350

DAROU NDIAWENE 9.2 30 103 8 3.8 30.4 15,778 0 4,000 29,667 1 29,667 288 500

DIAGLE SINE 15 50 219 8 6.4 51.2 26,573 0 4,000 45,860 1 45,860 209 400

MAKA 15 50 289 8 120 0 13,620 4,000 26,430 1 26,430 91 750

COLIBANTANG 7.5 30 150 8 3.8 30.4 15,778 0 4,000 29,667 1 29,667 198 750

MERETO 15 50 296 8 6.4 51.2 26,573 0 4,000 45,860 1 45,860 155 300

AOURE 22 70 493 8 176 0 19,976 4,000 35,964 1 35,964 73 200

KOUMPENTOUM 18.5 60 491 8 148 0 16,798 4,000 31,197 2 62,394 127 200

TAIBA NDIAYE 22 70 1,367 8 8.6 68.8 35,707 0 4,000 59,561 2 119,121 87 200

HAMDALLAYE TESSAN 15 50 359 8 6.4 51.2 26,573 0 4,000 45,860 1 45,860 128 400

GOUMBAYEL 7.5 30 158 8 3.8 30.4 15,778 0 4,000 29,667 1 29,667 188 400

FASS GOUNASS 15 50 230 8 6.4 51.2 26,573 0 4,000 45,860 1 45,860 199 300

DAROU SALAM SINE II 15 50 245 8 6.4 51.2 26,573 0 4,000 45,860 1 45,860 187 400

MBAYEGNE THIASDE 18.5 60 456 8 7.5 60 31,140 0 4,000 52,710 2 105,420 231 400

BIDIANKOTO 15 50 249 8 6.4 51.2 26,573 0 4,000 45,860 1 45,860 184 400

DOUNDE 18.5 60 491 8 148 0 16,798 4,000 31,197 1 31,197 64 400

DIAM DIAM 18.5 60 249 8 7.5 60 31,140 0 4,000 52,710 1 52,710 212 400

MISSIRAH 18.5 60 348 8 7.5 60 148 0 16,798 4,000 31,197 1 31,197 90 350

運転合計はポンプ駆動源運転費（ 燃料額または電気額） にポンプ運転人の日当を足し合わせて、 漏水などロスやエンジンオイルの交換などを考慮して1. 5倍と した。  
 
 

 

 

 

 

3-90 



 3-91

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

 

(1) 既存施設改修工事における免責事項について 

 

本プロジェクトでは、既存給水施設の改修が行なわれるが、改修を行なわず継続して利用する

設備（配水管など）や施設の一部分を改修する設備（井戸、高架水槽、機械室など）がある。こ

れらの施設について改修を行なわない部分に施設改修完了後に不具合が発生する可能性がある。

これに関して主契約者に対する免責事項を入札図書、契約書に記載する必要がある。免責事項が

ない場合には、応札業者は不具合が発生した場合のリスクを高く見積り、落札できない可能性が

ある。入札不調あるいは工事開始後のトラブルを防ぐために、各サイトにおける主契約者の免責

事項を入札図書、契約書に定義することが必要である。 

 

(2) 給水施設の維持管理体制について 

 

「セ」国側は、工事開始前の段階から、プロジェクトを円滑に進めるために Sinthiou Maleme

等のプロジェクト対象サイトを、それぞれの ASUFOR の維持管理能力に応じて監督、支援するこ

とが必要である。またプロジェクト終了後には、ASUFOR に継続的に給水施設の運営・維持管理

状況を報告させて、問題点を小さなうちから解決していくことが重要である。 

 

(3) プロジェクト関連部局間の調整と密接な連携について 

 

本プロジェクトは都市・住宅・建設・水利省の DHR が実施機関であるが、本件の主旨から給水

施設や機材の改修や住民主導型の ASUFOR の育成・強化は DEM の業務に属する。契約コンサル

タントは DHR 主導体制を尊重しつつも、常に DHR、DEM 両局への報告・連絡は怠らないような

配慮が必要である。特に、施設改修や ASUFOR 関連業務は DEM の支援を積極的に受けることが

重要である。 

 

(4) 土木建設工事の体制について 

 

給水施設建設に係る土木建設工事は、適切な技術力を有する現地企業が有り、これらの民間企

業を起用して工事を実施することが可能である。但し、同時に複数のサイトで工事が行なわれ、

また日本の無償資金協力事業として求める品質を備えた施設建設を行うためには、日本人技術者

による施工管理および品質管理が必要であり、適切な民間企業を選定することにより、給水施設

工事を迅速で効率的に行うことが可能である。 

一方、井戸工事業者のほうは、無償資金協力事業に要求される適切な技術力と短い工期に対応

できる業者は限られる。主契約者は契約締結後速やかに、これらの現地業者と連絡を開始して、

出来る限り高い技術力を有する現地業者が井戸掘削工事を出来る限り早く開始できるように準備

しなければならない。 



第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 

 
4-1 プロジェクトの効果 

 

本プロジェクトの実施により期待される効果の内容及び現状の改善程度を以下に示す。 

 

表 4-1 計画実施による効果と現状改善の程度 

現状と問題点 
本計画での対策 
（協力対象事業） 

直接効果・改善程度 間接効果・改善程度 

過去の建設された給

水施設が老朽化し、

給水停止されてい

る、もしくは適正な

給水なされていな

い。 

・既存井戸の改修 
・水中ポンプ･発電機の

更新 
・機械室･管理人室･トイ

レの改修 
・貯水槽の改修 
・公共水栓･家畜水飲場･

車両給水所の改修 
改修対象村落の衛星

村落について、安全

な給水がなされてい

ない。 

・衛星村落へ配水管敷設

・貯水槽の新設 
・公共水栓の新設 

 2019 年の計画年次にお

いて、タンバクンダ州を

中心に約 13 万人の村落

住民が 35ℓ/人/日の安全

な飲料水を適正な給水施

設から利用できる。 
 そして、大型家畜 5.5 万

頭、小型家畜 8.4 万頭が

適正な給水施設から給水

が利用できる。 

 水汲みにかかる労力が軽減

されることにより、婦女子

の修学時間の増加や就労時

間の増加が期待できる。 
 安全な水の供給により水系

伝染病が減少することが期

待される。 
 家畜に対して適切な水供給

が可能となり、住民の生計

向上に寄与する。 

ASUFOR が適切な活

動を行ってない対象

村落がある。または、

ASUFOR が設立され

ていない村落もあ

る。 

 

・ソフトコンポーネント

における ASUFOR の再

研修 
・ソフトコンポーネント

における ASUFOR の設

立支援 

 水の使用量に応じた

従量制による料金の

支払い・徴収のための

準備が整う 
 透明性を確保した運

営維持管理体制が構

築される。 

 継続的な給水施設の運営が

可能になる。 
 民主的な運営維持管理体制

が構築される。 

井戸の老朽化で揚水

量が減少し、給水量

が満たされていな

い、もしくは満たさ

れていても将来的に

揚水量が低下する可

能性がある。 

・新規井戸の建設  新規井戸の掘削によって

給水施設寿命が延びる

（井戸が使用不能になる

と給水施設全体が停止と

なる）。 
 

 ASUFOR が長期的な視野で

運営維持管理が可能とな

る。 
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4-2 課題・提言 

 

4-2-1 相手国側の取り組むべき課題・提言 

 
(1) ASUFOR 普及活動への支援（PEPTAC１、2 の知見・経験の活用） 

現在「セ」国では村落レベルでの給水施設維持管理に係る能力向上のための技術協力

（PEPTAC2）が実施中であり、ASUFOR の啓蒙普及支援を活動の主軸として、「セ」国の行政

および村落に対して技術支援を行なっている。本計画では、以下に示す PEPTAC１、2 で取り組

まれた以下のアプローチで ASUFOR 活動の活発化を推進することを提言する。 
 
① ASUFOR 教材の活用（全国 15 維持管理センターに配布し、啓蒙活動に利用中。） 

・ アニメータ用ツール（紙芝居、視聴覚教材） 
・ アニメータ用マニュアル 
・ ASUFOR 内部規定雛型 

② 意識化活動に対する DEM 職員による監督 
③ 意識化活動の方法の踏襲 
④ PEPTAC で育成された人材の積極的活用による、人材の能力開発 
⑤ ジェンダーの視点の共有 

・ 事務局（Bureau）の女性メンバーの割合 
・ 理事会(CD)の女性メンバーの割合 
・ 各ミーティングの女性出席者の割合 

 
これら PEPTAC の成果を積極的に活用し、①PEPTAC の支援する維持管理システムと整合す

るソフトコンポーネント支援の実施、②啓蒙普及員の知識、経験の活用と経験の蓄積を目指すこ

とが考えられる。 
 

(2) 運営･維持管理に対するモニタリング及びフォローアップ 

 
本計画では、ASUFOR の導入を目的とするソフトコンポーネント支援が計画されている。施設

建設完成後に、本計画の効果、住民の意識・行動変化等を確認するために、ASUFOR の導入によ

る持続的な運営維持管理の実状に対するモニタリングを BPF が行っていく。また DEM によるモ

ニタリング結果へのフォローアップを実施し、継続的な ASUFOR 活動を推進することが望まれ

る。 

Sinthou Maleme については PEPTAC2 の報告にあるように、過去に ASUFOR 運営が不適切

であった経緯がある。現在、ASUFOR メンバーは一新されており、ASUFOR 運営を立て直して

いる段階にあり、BPF によるモニタリングを強化して実施状況を確認する必要がある。 
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(3) 井戸の改修 

稼動できない給水施設の多くは水源となる井戸が損傷により使用不能になったことが原因であ

る。「セ」国では 1980 年以降に井戸の建設が本格的に始まったため、井戸の寿命を 20～30 年程

度と考えると、寿命を迎える井戸が今後増加すると考えられる。 
本計画では建設後から 20～30 年経過している井戸についても、井戸診断結果で問題なしと判

断された場合、「セ」国側の要望もあり、既存井戸を改修して使用することとした。 
しかし、これらの井戸は近々寿命を迎える可能性もあり、セ国側では、井戸の掘り直しや改修

の予算を確保する必要がある。 
 
また、ケーシングの腐食に対する対応策として、PVC の利用を提言する。 
井戸の損傷はケーシングの腐食により穴が開き、井戸孔内に砂が流入し起きるケースが大部分

を占める。その対策として、PVC 等の非鉄材質の利用が考えられるが、「セ」国では未だに鉄ケ

ーシングの利用が主流である。井戸深度が深い場合は鉄ケーシングの利用が避けられないが、

200m 未満の深度では非鉄材質のケーシングの利用を進めることで、井戸再掘削数が減り、「セ」

国給水事業における水源建設費を抑えることに繋がると言える。 
 
(4) 各戸給水 
 本計画は無償資金援助により行なわれるものであり、各世帯への配管接続を行なう各戸別給水

の支援は行なわない。しかし、「セ」国では村落部でも各戸給水の需要が高く、施設引き渡し後各

戸給水導入が ASUFOR で検討が行われる。また、Koumpentoum、Sinthiou Maleme、Missirah など

の比較的規模の大きなサイトではすでに各戸給水の接続数が多い。各戸給水の接続と管理につい

ては、量水器の取り付けや料金徴収について「セ」国側で責任を持って行うこととする。 
 
(5) 配管の更新 
 本調査において、既存管の調査を行ったが、大きな漏水は確認されなかった。従って、基本的

には本計画では既存管の更新は行わない。しかしながら、詳細設計調査の完了後に既存管の漏水

の可能性も懸念されるので、漏水が生じた場合は「セ」国側で対応する。 
 
(6) 鉄分について 
 Tambacounda 州では場所により地下水に鉄分が含まれており、本計画の対象サイトにおいて

も鉄分が確認された。しかし、実質的には住民からの水質に対する不満の声はない。その理由と

しては、鉄分含有濃度が低いこと、高架水槽内でばっ気して鉄分が分離沈殿し、公共水栓から供

給される際には鉄分濃度が更に低くなっていることの 2 点が挙げられる。 
 本計画では、除鉄装置を設置しないこととしたが、今後、除鉄装置の必要性が生じた場合には、

「セ」国側で ASUFOR による除鉄装置の維持管理の可能性を判断し、設置の検討を行なう必要

がある。 
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4-2-2 技術協力･他ドナーとの連携 

 

(1) 我が国の技術協力プロジェクトおよび他ドナーの給水・衛生プログラムとの連携 

 

「セ」国では我が国の支援により、開発調査「タンバクンダ州およびマタム州地方給水計画調

査」、技プロ「安全な水とコミュニティ活動支援計画（フェーズ 1、2）」により水セクター支援が

行われている。本プロジェクト実施時の 2011 年度においてはこれらのプロジェクトは既に終了し

ている予定で直接的な連携はないものの、これらの教訓・知見を本プロジェクトの実施段階で十

分に活用していく。特に、対象地域の水資源に関する情報については開発調査の、ASUFOR 運営

に関しては技プロの知見を積極的に活用していく。また、保健、教育、農業分野においても我が

国の支援が行われており、情報共有を行い、セクターを越えた横断的な連携を図っていく。また、

青年海外協力隊による“水の防衛隊”活動が実施されており、運営維持管理おける実情・現状・

住民の声などについて意見交換を行い、本プロジェクトへ活用していく。 

 

(2) 他ドナーとの情報共有 

 
「セ」国における地方給水分野への支援は、ルフセンブルグ、ベルギー、アメリカ、サウジア

ラビア、アフリカ開発銀行などのドナーにより実施されている。また、本プロジェクトの対象サ

イトである Sinthiou Maleme においては NGO の EAU-VIVE が配管の更新やバルブの交換を行っ

ている。これら援助機関と情報交換を行い、ドナー間でのサイト重複の回避や各ドナーの役割分

担を明確にしていく。また、各ドナーの実施中プロジェクトの進捗状況や運営維持管理に関する

対応策についての情報交換も可能な限り行っていく。 
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4-3 プロジェクトの妥当性 

 

本計画による協力対象事業の実施に関わる妥当性は以下のとおりである。 

 
① 本プロジェクトの裨益対象は、「セ」国の４州 19 サイトの住民であり、直接・間接合わせ

た裨益人口は約 15 万となる。 
② 本プロジェクトの目標は、BHN の一つである「安全な水へのアクセス」の向上を目的とし

ている。 
③ 本プロジェクトで改修・建設する給水施設は深井戸を用いた重力で公共水栓に配水するも

ので、高度な技術は必要としない。 
④ 本プロジェクトは、「セ」国の上位計画の重点目標である給水率の向上及び衛生普及    

の目標達成に資するプロジェクトである。 
⑤ 本プロジェクトで建設される給水施設は、ASUFOR 導入により持続的な運営・維持管理を

行う準備がなされる。 
⑥ 本プロジェクトは、小規模な村落給水を行う施設の建設であり、環境面で負の影響はない。 
⑦ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトが実施可能である。 

 

4-4 結論 

 

本プロジェクトは、前述のとおり多大な効果が期待されると同時に、広く地方村落に居住する

貧困層の BHN 向上に寄与するものであることから、今回の協力対象事業を我が国の無償資金協力

で実施することの意義は大きいと思料され、十分な妥当性があると言える。 

 
また、給水施設建設後の運営・維持管理については、現在まで「セ」国政府が ASUFOR の設立

を推進しており、対象サイトの裨益住民の責任が明確となり、本計画においてもこれらの経験と

教訓を踏まえて円滑かつ効果的な実施が可能と思料される。 
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1-1 基本設計現地調査 

 
名前 担当 所属 

(1) 吉田 克人 総括 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部 課題アドバイザー 
（客員専門員） 

(2) 望戸 昌観 計画管理 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部 水資源・防災グループ 
水資源第二課 

(3) 安藤 雄介 業務主任／地下水開発計画 日本テクノ株式会社 

(4) 岩本 政俊 副業務主任／給水施設設計 日本テクノ株式会社 

(5) 永沼 俊道 井戸診断１ 日本テクノ株式会社 

(6) 林 正彦 井戸診断２ 株式会社地球システム科学 

(7) 太田 恵美 社会条件調査／運営維持管理計画 
株式会社アース アンド ヒューマン

コーポレーション 

(8) 堀内 和子 施工・調達計画／積算 日本テクノ株式会社 

(9) シャルル・マリリ

ン 
通訳 株式会社テクノスタッフ 

 
1-2 基本設計概要書の現地説明 

 
名前 担当 所属 

(1) 吉田 克人 総括 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部 課題アドバイザー 
（客員専門員） 

(2) 望戸 昌観 計画管理 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部 水資源・防災グループ 
水資源第二課 

(3) 安藤 雄介 業務主任／地下水開発計画 日本テクノ株式会社 

(4) 堀内 和子 施工・調達計画／積算 日本テクノ株式会社 

(5) シャルル・マリリ

ン 
通訳 株式会社テクノスタッフ 

 



 

資料２ 調査行程 



添付2-1　 [第1次調査行程表]
井戸診断1

日
曜
日

宿泊 行程 宿泊 行程 宿泊 宿泊 宿泊

1 火 5月19日 東京発 機 東京発 機 東京発 機

2 水 5月20日 ダカール着 Dakar ダカール着 Dakar ダカール着 Dakar ダカール着 Dakar

3 木 5月21日 資料整理 Dakar 資料整理 Dakar 資料整理 Dakar 資料整理 Dakar

4 金 5月22日 JICA、先方表敬、給水施設業者調査 Dakar JICA、先方表敬、既存ﾃﾞｰﾀ収集 Dakar 先方表敬、打ち合わせ Dakar JICA、先方表敬、給水施設業者調査 Dakar

5 土 5月23日 インセプションレポート、入札図書作成 Dakar 既存ﾃﾞｰﾀ解析 Dakar 入札開札準備 Dakar インセプションレポート、入札図書作成 Dakar

6 日 5月24日 資料整理 Dakar 資料整理 Dakar 資料整理 Dakar 資料整理 Dakar

7 月 5月25日 インセプションレポート、入札図書作成 Dakar 既存ﾃﾞｰﾀ解析 Dakar JICA表敬、打ち合わせ Dakar インセプションレポート、入札図書作成 Dakar

8 火 5月26日 入札開札準備 Dakar 資料整理・報告書作成 Dakar 入札開札準備 Dakar 入札開札準備 Dakar

9 水 5月27日
JICA、大使館、先方表敬、先方協議
With　官団員　入札説明

Dakar 井戸診断方法整理・協議 Dakar
JICA、大使館、先方表敬、先方協議
With　官団員

Dakar
JICA、大使館、先方表敬、先方協議
With　官団員　入札説明

Dakar

10 木 5月28日 サイト視察Tamba.移動 Tamba. 井戸診断TOR作成 Dakar 社会条件調査TOR配布 Tamba. サイト視察Tamba.移動 Tamba.

11 金 5月29日 サイト視察（官側同行） Tamba. 同上 Dakar サイト調査準備 Tamba. サイト視察（官側同行） Tamba.

12 土 5月30日 サイト視察（官側同行） Tamba. 入札段取り、配布先選定など Dakar サイト視察（ルーガ州） Tamba. サイト視察（官側同行） Tamba.

13 日 5月31日 サイト視察Dakar移動 Dakar 資料整理 Dakar サイト視察（ルーガ州） Dakar サイト視察Dakar移動 Dakar

14 月 6月1日 ミニッツ案作成 Dakar 資料整理・報告書作成 Dakar サイト視察（ティエス州） Dakar ミニッツ案作成 Dakar

15 火 6月2日 ミニッツ協議 Dakar 表敬、入札図書配布 Dakar 団内協議 Dakar ミニッツ協議 Dakar

16 水 6月3日 ミニッツ協議 Dakar ↓ ミニッツ協議、社会条件調査業者の選定 Tamba. ミニッツ協議 Dakar

17 木 6月4日 ミニッツ署名、大使館・JICA報告 Dakar 他案件へ ミニッツ署名、大使館・JICA報告 Tamba. ミニッツ署名、大使館・JICA報告 Dakar

18 金 6月5日 給水施設業者開札 Dakar 委託先との契約、打ち合わせ Tamba. 給水施設業者開札 Dakar

19 土 6月6日 給水施設業者選定 Dakar 委託先との打ち合わせ Tamba. 給水施設業者選定 Dakar

20 日 6月7日 資料整理 Tamba. 資料整理 Tamba. 資料整理 Tamba.

21 月 6月8日 業者ネゴ Tamba. 東京発 機 サイト調査準備 Tamba. 業者ネゴ Tamba.

22 火 6月9日 業者契約 Tamba. ダカール着 Dakar 水利省（ＤＥＭ）との打ち合わせ Tamba. 業者契約 Tamba.

23 水 6月10日 業者工程打ち合わせ、DH打ち合わせ Tamba. JICA、先方表敬 Dakar タンバ移動、水利省表敬、打ち合わせ Tamba. 業者工程打ち合わせ、DH打ち合わせ Tamba.

24 木 6月11日 ルガ州移動 Tamba. 入札評価・評価報告書作成 Dakar Tamba. ルガ州移動 Tamba.

25 金 6月12日 サイト調査（ルガ州）カオラック移動 Tamba. 契約ネゴ,既存データ解析 Dakar Ｋoｍ サイト調査（ルガ州）カオラック移動 Tamba.

26 土 6月13日 業者指導 Dakar 契約ネゴ,既存データ解析 Dakar Tamba. 業者指導 Tamba.

27 日 6月14日 業者指導 Dakar 既存データ解析 Dakar 資料整理 Tamba. 業者指導 Tamba.

28 月 6月15日 タンバ事務所表敬、帰ダカール 機 再委託選定経緯報告作成、既存データ解析 Dakar
委託業者テスト調査同行(Missirah1サイ
ト）

Tamba. タンバ事務所表敬 Tamba.

29 火 6月16日 調査報告書作成 機 再委託選定経緯報告 Dakar Ｋoｍ 報告書作成 Tamba.

30 水 6月17日 DH・大使館･JICA報告、ダカール発 再委託契約,　Tamba移動 Tamba. Ｋoｍ 報告書作成 Tamba.

31 木 6月18日 パリ着、発 井戸診断サイト現地確認 Tamba. Tamba. 井戸診断サイト現地確認 Tamba.

32 金 6月19日 東京着 井戸診断サイト現地確認、Dakar移動 Dakar Missirah、（3サイト） Tamba. 井戸診断サイト現地確認、Dakar移動 Dakar

33 土 6月20日 井戸診断開始前協議、既存データ解析 Dakar 水利省(DEM)との打ち合わせ Tamba. 井戸診断開始前協議、既存データ解析 Dakar

34 日 6月21日 資料整理 Dakar Matam（Dounoubel）へ移動、資料整理 Matam 資料整理、ダカール発 機

35 月 6月22日 DHRと井戸診断方針再すりあわせ、Tamba移動 Tamba.
Matam BPF表敬、サイト調査、Tamba.へ
移動

Tamba. パリ着

36 火 6月23日 ｻｲﾄ調査1 Tamba. Matam（Aoure、Dounde）へ移動 Matam

37 水 6月24日 井戸カメラ指導1 Tamba. サイト調査 Matam

38 木 6月25日 揚水試験指導1 Tamba. Tamba.へ移動 Tamba.

39 金 6月26日 井戸カメラ指導2 Tamba. 再委託分確認調査 Tamba.

40 土 6月27日 揚水試験指導2 Tamba. ダカールへ移動 Dakar

41 日 6月28日 資料整理 Tamba. 再委託分報告書監修 Dakar

42 月 6月29日 ｻｲﾄ調査2 Tamba. 調査報告書作成 Dakar

43 火 6月30日 ｻｲﾄ調査3 Tamba. 大使館･JICA報告 Dakar

44 水 7月1日 揚水試験指導3 Tamba. ↓

45 木 7月2日 ｻｲﾄ調査4 Tamba. 他案件へ

46 金 7月3日 揚水試験指導4 Tamba.

47 土 7月4日 ﾀﾞｶｰﾙ移動 Dakar

48 日 7月5日 帰国報告、ﾀﾞｶｰﾙ発 機

49 月 7月6日 パリ着、発 機

50 火 7月7日 東京着

Koumpentoum近隣15サイト分

社会条件調査 通訳業務主任/地下水開発計画　（安藤　雄介） 井戸診断２

Koumpentoum近隣13サイト分
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）

7
月

2
4
日

(金
）

7
月

2
5
日

(土
）

7
月

2
6
日

(日
）

7
月

2
7
日

(月
）

7
月

2
8
日

(火
）

7
月

2
9
日

(水
）

7
月

3
0
日

(木
）

7
月

3
1
日

(金
）

8
月

1
日

(土
）

1
東
京
発

機
1
東
京
発

機

8
月

2
日

(日
）

2
ダ
カ
ー
ル
着

D
ak
ar

2
ダ
カ
ー
ル
着

D
ak
ar

8
月

3
日

(月
）

3
J
IC
A
表
敬
と
優
先
サ
イ
ト
説
明
、
D
H
R
表
敬
（
優
先
サ
イ
ト
説

明
）
、
ア
ド
ミ
ニ
業
務
（
携
帯
、
通
訳
、
車
両
）

D
ak
ar

3
J
IC
A
表
敬
、
D
H
R
表
敬
（
最
近
の
施
設
建
設
入
札
状
況
調
査
、

実
施
機
関
紹
介
商
社
・
業
者
リ
ス
ト
受
領
）
、
ア
ド
ミ
ニ
業
務
（
携

帯
、
通
訳
、
車
両
）

D
ak
ar

8
月

4
日

(火
）

4
B
E
T
E
R
社
で
最
終
報
告
書
受
領
、
測
量
会
社
調
査

D
ak
ar

4
ア
ド
ミ
ニ
業
務
（
携
帯
、
通
訳
、
車
両
）
、
測
量
会
社
調
査

D
ak
ar

1
パ
リ
発
、
ダ
カ
ー
ル
着

D
ak
ar

8
月

5
日

(水
）

5
商
社
、
施
工
業
者
、
政
府
諸
機
関
訪
問

D
ak
ar

5
商
社
、
施
工
業
者
、
政
府
諸
機
関
訪
問

D
ak
ar

2
ミ
ニ
ッ
ツ
協

議
資

料
仏

訳
D
ak
ar

8
月

6
日

(木
）

6
T
am

ba
移

動
T
am

ba
.

6
井

戸
業

者
調

査
D
ak
ar

3
同

上
D
ak
ar

8
月

7
日

(金
）

7
タ
ン
バ
ク
ン
ダ
B
P
F
優
先
サ
イ
ト
説
明
、
衛
星
村
落
位
置
確
認
、

N
o
4
-
2
6
、
5
-
6
の
複
数
村
落
給
水
可
能
性
調
査

T
am

ba
.

7
同
上

D
ak
ar

4
同

上
D
ak
ar

8
月

8
日

(土
）

他
案
件
か
ら

8
ダ
カ
ー
ル
戻
り

D
ak
ar

8
資
料
整
理

D
ak
ar

5
資

料
整

理
D
ak
ar

8
月

9
日

(日
）

↓
9
測
量
再
委
託
仕
様
書
作
成

D
ak
ar

9
資
料
整
理

D
ak
ar

6
同

上
D
ak
ar

8
月

1
0
日

(月
）

1
D
H
R
協
議

D
ak
ar

1
0
ミ
ニ
ッ
ツ
協
議
（
官
団
員
と
）
、
測
量
再
委
託
見
積
依
頼
配
布

D
ak
ar

1
0
建
設
業
者
調
査

D
ak
ar

7
ミ
ニ
ッ
ツ
協

議
（
官

団
員

と
）

D
ak
ar

8
月

1
1
日

(火
）

2
D
H
R
協
議

D
ak
ar

1
1
同
上

D
ak
ar

1
1
同
上

D
ak
ar

8
同

上
D
ak
ar

8
月

1
2
日

(水
）

3
D
H
R
協
議

D
ak
ar

1
2
同
上

D
ak
ar

1
2
商
社
見
積
り
依
頼
・
徴
収

D
ak
ar

9
同

上
D
ak
ar

8
月

1
3
日

(木
）

4
D
H
R
署
名
、
ダ
カ
ー
ル

発
機

1
3
ミ
ニ
ッ
ツ
署
名

D
ak
ar

1
3
同
上

D
ak
ar

1
0
ミ
ニ
ッ
ツ
署

名
D
ak
ar

8
月

1
4
日

(金
）

5
パ
リ
着
、
発

機
1
4
測
量
見
積
書
受
領
、
評
価
、
J
A
T
－
T
Y
O
報
告

D
ak
ar

1
4
同
上

D
ak
ar

1
1
議
事
録
整
理
、
翻
訳

D
ak
ar

8
月

1
5
日

(土
）

6
成
田
着

1
5
地
方
サ
イ
ト
調
査
準
備

D
ak
ar

1
5
資
料
整
理

D
ak
ar

1
2
資
料
整
理
、
ダ
カ
ー
ル
発

機

8
月

1
6
日

(日
）

1
6
資
料
整
理

D
ak
ar

1
6
資
料
整
理

D
ak
ar

1
3
パ

リ
着

8
月

1
7
日

(月
）

1
7
商
社
（
見
積
依
頼
）
、
施
工
業
者
、
政
府
諸
機
関
訪
問

D
ak
ar

1
7
商
社
（
見
積
依
頼
）
、
施
工
業
者
、
政
府
諸
機
関
訪
問

D
ak
ar

8
月

1
8
日

(火
）

1
8
測
量
再
委
託
契
約

D
ak
ar

1
8
建
設
規
格
、
労
働
関
連
法
調
査
、
免
税
手
続
き
調
査

D
ak
ar

8
月

1
9
日

(水
）

1
9
タ
ン
バ
ク
ン
ダ
移
動

T
am

ba
.

1
9
同
上

D
ak
ar

8
月

2
0
日

(木
）

2
0
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
M
is
si
ra
h
)

T
am

ba
.

2
0
商

社
見

積
り
依

頼
・
徴

収
D
ak
ar

8
月

2
1
日

(金
）

2
1
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
M
is
si
ra
h
の

5
3
,5
4
)

T
am

ba
.

2
1
同

上
D
ak
ar

8
月

2
2
日

(土
）

2
2
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
K
o
u
m
pe
n
to
u
m
）

T
am

ba
.

2
2
資

料
整

理
D
ak
ar

8
月

2
3
日

(日
）

2
3
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
K
o
u
m
pe
n
to
u
m
県

）
1
日

2
ｻ
ｲ
ﾄ

T
am

ba
.

2
3
資

料
整

理
D
ak
ar

8
月

2
4
日

(月
）

2
4
同

上
T
am

ba
.

2
4
商

社
見

積
り
依

頼
・
徴

収
D
ak
ar

8
月

2
5
日

(火
）

2
5
同
上

T
am

ba
.

2
5
コ
ン
ク
リ
ー
ト
、
水
質
試
験
、
地
盤
調
査
会
社
・
機
関
調
査

D
ak
ar

8
月

2
6
日

(水
）

2
6
同
上

T
am

ba
.

2
6
同
上

D
ak
ar

8
月

2
7
日

(木
）

2
7
測

量
調

査
監

理
（
K
o
u
m
pe
n
to
u
m
)

T
am

ba
.

2
7
商

社
見

積
り
依

頼
・
徴

収
D
ak
ar

8
月

2
8
日

(金
）

2
8
ダ
カ
ー
ル

移
動

D
ak
ar

2
8
同

上
D
ak
ar

他
案

件
か

ら
8
月

2
9
日

(土
）

2
9
積
算
担
当
作
業
進
捗
確
認

D
ak
ar

2
9
徴
収
不
足
資
料
確
認

D
ak
ar

↓

8
月

3
0
日

(日
）

3
0
資
料
整
理

D
ak
ar

3
0
地
方
サ
イ
ト
調
査
準
備

D
ak
ar

1
運
営

維
持

管
理

方
法

協
議

（
本

省
）

D
ak
ar

8
月

3
1
日

(月
）

3
1
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
T
A
IB
A
　
N
D
IA
Y
E
)

L
o
u
ga

3
1
徴

収
不

足
資

料
依

頼
D
ak
ar

2
タ
ン
バ

移
動

Ｔ
ａ
ｍ
ｂ
ａ

9
月

1
日

(火
）

3
2
優
先
サ
イ
ト
調
査
（
L
IN
G
E
R
E
の
2
ｻ
ｲ
ﾄ)

M
at
am

3
2
タ
ン
バ
ク
ン
ダ
移
動

T
am

ba
.

3
運
営
維
持
管
理
方
法
協
議
（
タ
ン
バ

支
所
）

Ｔ
ａ
ｍ
ｂ
ａ

1
東
京
発

機

9
月

2
日

(水
）

3
3
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
M
A
T
A
M
の

2
ｻ
ｲ
ﾄ)

T
am

ba
.

3
3
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
M
is
si
ra
h
の

5
3
,5
4
)

T
am

ba
.

4
運

営
維

持
管
理
方
法
の
策
定

Ｔ
ａ
ｍ
ｂ
ａ

2
ダ
カ
ー
ル
着

D
ak
ar

9
月

3
日

(木
）

3
4
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
B
ak
e
lの

3
5
,3
6
ｻ
ｲ
ﾄ)

T
am

ba
.

3
4
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
K
o
u
m
pe
n
to
u
m
県

）
1
日

2
ｻ
ｲ
ﾄ

T
am

ba
.

5
同
上

Ｔ
ａ
ｍ
ｂ
ａ

3
大
使
館
、
J
IC
A
、
D
H
R
、
D
E
M

D
ak
ar

9
月

4
日

(金
）

3
5
優
先
サ
イ
ト
調
査
（
3
7
,2
3
ｻ
ｲ
ﾄ)

T
am

ba
.

3
5
同
上

T
am

ba
.

6
ダ
カ
ー
ル
移
動

D
ak
ar

4
再
委
託
業
者
と
の
協
議
、
移
動

K
ao
la
c
k

9
月

5
日

(土
）

3
6
優
先
サ
イ
ト
調
査
（
4
8
ｻ
ｲ
ﾄ)
、
資
料
整

理
T
am

ba
.

3
6
同
上

T
am

ba
.

7
運
営
維

持
管

理
方

法
の

策
定

D
ak
ar

5
移

動
T
am

ba
.

9
月

6
日

(日
）

3
7
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
K
o
u
ss
an
ar
の

2
ｻ
ｲ
ﾄ）

T
am

ba
.

3
7
資

料
整

理
T
am

ba
.

8
同

上
D
ak
ar

6
井

戸
診

断
結

果
解

析
T
am

ba
.

9
月

7
日

(月
）

3
8
ダ
カ
ー
ル

移
動

D
ak
ar

3
8
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
K
o
u
m
pe
n
to
u
m
県

）
1
日

2
ｻ
ｲ
ﾄ

T
am

ba
.

9
J
IC
A
報

告
、
ダ
カ
ー
ル

発
機

7
井

戸
診

断
結

果
解

析
T
am

ba
.

9
月

8
日

(火
）

3
9
井
戸
調
査
結
果
を
優
先
サ
イ
ト
リ
ス
ト
順
に
反
映

D
ak
ar

3
9
ﾕ
ｰ
ﾃ
ｨﾘ
ﾃ
ｨ、

借
家
家
賃
調
査

T
am

ba
.

1
0
パ
リ
着
、
発

機
8
井
戸
診
断
結
果

解
析

T
am

ba
.

9
月

9
日

(水
）

4
0
D
H
R
に
優

先
サ

イ
ト
報

告
D
ak
ar

4
0
優

先
サ

イ
ト
調

査
（
K
o
u
m
pe
n
to
u
m
県

）
1
日

2
ｻ
ｲ
ﾄ

T
am

ba
.

1
1
東

京
着

9
井

戸
診

断
結

果
解

析
T
am

ba
.

9
月

1
0
日

(木
）

4
1
調
査
報
告
書
作
成

D
ak
ar

4
1
同
上

T
am

ba
.

1
0
井

戸
診

断
結

果
解

析
T
am

ba
.

9
月

1
1
日

(金
）

4
2
D
H
R
、
大
使
館
、
J
IC
A
報
告

D
ak
ar

4
2
同
上

T
am

ba
.

1
1
井
戸
診
断
結
果
解
析

T
am

ba
.

9
月

1
2
日

(土
）

4
3
資
料
整
理
、
ダ
カ
ー
ル
発

機
4
3
同
上

T
am

ba
.

1
2
井
戸
診
断
結
果
解
析

T
am

ba
.

9
月

1
3
日

(日
）

4
4
パ
リ
着
、
発

機
4
4
ダ
カ
ー
ル
移
動

D
ak
ar

1
3
井

戸
診

断
結

果
解

析
T
am

ba
.

9
月

1
4
日

(月
）

4
5
東
京
着

4
5
徴
収
不
足
資
料
集
め

D
ak
ar

1
4
井

戸
診

断
結

果
解

析
T
am

ba
.

9
月

1
5
日

(火
）

4
6
調
査
報
告
書
作
成

D
ak
ar

1
5
井

戸
診

断
結

果
解

析
T
am

ba
.

9
月

1
6
日

(木
）

4
7
測
量
調
査
結
果
受
領
、
大
使
館
･J
IC
A
報
告
、
ダ
カ
ー
ル
発

機
↓

9
月

1
7
日

(金
）

4
8
パ
リ
着
、
発

機
他
案
件
へ

9
月

1
8
日

(土
）

4
9
東
京
着

9
月

1
9
日

(日
）

通
訳 G

井
戸

診
断

1

B

施
工
計
画
/
調
達
計
画
/
積
算

官
団
員

A
F

社
会
状

況
調

査
/
運

営
維

持
管

理
計

画
給
水
施
設
設
計

D
E



2
0
0
9
.1

2
.1

0

吉
田

克
人

（
総

括
）

望
戸

昌
観

（
計

画
管

理
）

安
藤

（
業

務
主

任
/
地

下
水

開
発

計
画

）
堀

内
和

子
（
施

工
・
調

達
計

画
/
積

算
）

シ
ャ

ル
ル

・
マ

リ
リ

ン
（
通

訳
）

1
1
2
/
1
2

土
成

田
→

パ
リ

→
ダ

カ
ー

ル
成

田
→

パ
リ

パ
リ

→
ダ

カ
ー

ル

2
1
2
/
1
3

日
【
車

両
移

動
】
ダ

カ
ー

ル
→

タ
ン

バ
ク

ン
ダ

州
　

※
D

H
R

、
D

E
M

ス
タ

ッ
フ

同
行

パ
リ

→
ダ

カ
ー

ル
【
車

両
移

動
】
ダ

カ
ー

ル
→

タ
ン

バ
ク

ン
ダ

州
　

※
D

H
R

、
D

E
M

ス
タ

ッ
フ

同
行

3
1
2
/
1
4

月
2
サ

イ
ト

調
査

（
シ

ン
チ

ュ
ウ

マ
レ

ム
、

ジ
ャ

ラ
コ

ト
）
　

※
D

H
R

、
D

E
M

ス
タ

ッ
フ

同
行

協
議

用
資

料
作

成
業

務
主

任
に

同
行

【
車

両
移

動
】
タ

ン
バ

ク
ン

ダ
州

→
ダ

カ
ー

ル
　

※
D

H
R

、
D

E
M

ス
タ

ッ
フ

同
行

J
IC

A
事

務
所

表
敬

(2
ｻ

ｲ
ﾄに

つ
い

て
協

議
)､

大
使

館
表

敬
業

務
主

任
に

同
行

5
1
2
/
1
6

水

6
1
2
/
1
7

木

8
1
2
/
1
9

土

9
1
2
/
2
0

日

4
1
2
/
1
5

火

→
0
6
:0

0
 パ

リ
着

(A
F
7
1
9
)、

1
3
:3

0
 パ

リ
発

→

→
0
9
:0

5
成

田
着

 (
A

F
2
7
6
)

セ
ネ

ガ
ル

国
タ

ン
バ

ク
ン

ダ
州

給
水

施
設

改
善

計
画

　
準

備
調

査
団

　
日

程
（
案

）

1
2
/
1
8

7
金

日 数

2
1
:5

5
成

田
発

→
0
4
:2

5
パ

リ
着

(A
F
2
7
7
)

月
日

曜 日

J
IC

A
団

員

2
3
:3

5
 ダ

カ
ー

ル
発

→

水
利

省
と

の
協

議

水
利

省
と

の
協

議

午
前

：
ミ

ニ
ッ

ツ
署

名
午

後
：
J
IC

A
事

務
所

、
日

本
大

使
館

報
告

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
チ

ー
ム

J
IC

A
事

務
所

（
2
サ

イ
ト

に
つ

い
て

協
議

）
※

衛
生

案
件

、
P

E
P

T
A

C
2

終
了

時
評

価
に

つ
い

て
も

打
ち

合
わ

せ
日

本
大

使
館

表
敬

J
IC

A
事

務
所

（
2
サ

イ
ト

調
査

報
告

、
方

針
検

討
）

1
6
:2

5
パ

リ
発

→
2
1
:0

5
ダ

カ
ー

ル
着

(A
F
7
1
8
)



 

資料３ 関係者（面会者）リスト 
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資料 3 関係者（面会者）リスト 

 

在セネガル国日本大使館   

船津 まどか 

 

樋口 誠一 

清 卓也 

Premier Secrétaire/Chef du 

Service de la Coopération 

Premier Secrétaire 

Premier Secrétaire 

一等書記官／経済協力班 班長 

 

一等書記官(BD 調査時) 

一等書記官（DBD 時） 

1) JICA セネガル事務所   

野田 久尚 

梅本 真司 

井田 暁子 

Mamadou NDOME 

深井 善雄 

Chef de Bureau 

Chef de Bureau 

Adjoint au Représentent 

National Staff 

Chef de projet 

セネガル事務所次長(BD 調査時) 

セネガル事務所次長（DBD 時） 

セネガル事務所所長補佐 

セネガル事務所所員 

安全な水とコミュニティ支援計画プ

ロジェクト フェーズ２（PEPTAC２）

総括 

2) 経済財政省 (Ministère de l’Economie et des Finances) 

Massar WAGUE 

 

Mamadou Moustapha BA 

 

Abdoulaye DIENG  

 

Direction de la Coopération 

Economique et Financière 

Direction de la Coopération 

Economique et Financière 

Chargé Programme Hydraulique 

et  Assainissement 

経済財政協力局 局長 

 

経済財政協力局 局長代理 

 

水・衛生担当官 

3）都市・住宅・建設・水利省 

（Ministère de l’Urbanisme, de l’Habitat, de la Construction et de l’Hydraulique） 

＜地方水利局（DHR）＞ 

Diène FAYE 

Taïrou NDIAYE 

Alioune Diallo 

Mr.Minourou Berthé 

 

<維持管理局 （DEM）> 

Babou SARR 

Mass NIANG 

Lamine KA 

Fode KANE 

 

Adama NDIANOR 

 

Pape BAKHOM 

Souleymane BODJAN 

Mamadou THIARE 

Abou FALL 

 

＜水資源管理・計画局 

Saliou NGOM 

 

 

Directeur de DHR 

Directeur Adjoint de DHR 

Ingénieur de DHR 

Technicien Supérieur 

 

 

Directeur de DEM 

Ingénieur de DEM 

Ingénieur de DEM 

Division Hydraulique 

Régionale de Tambacounda 

Chef du Division Hydraulique 

Régionale de Matam 

Chef de BPF Tambacounda 

Chef de BPF Goudiry 

Chef de BPF Linguère 

Chef de BPF MATAM 

 

（DGPRE）＞ 

Division Hydrogéologie/ 

Chef de Division 

 

地方水利局局長 

地方水利局次長 

地方水利局職員、日本案件担当者 

地方水利局職員 

 

 

維持管理局局長 

維持管理局職員 

維持管理局職員 

タンバクンダ・ケドゥグ州水利支部長 

 

マタム州水利支部長 

 

タンバクンダ県維持管理センター長 

バケル県維持管理センター長 

リンゲール県維持管理センター長 

マタム州維持管理センター長 

 

 

水資源管理・計画局水理地質課 課長 

水資源管理・計画局水理地質課 職員 
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Mamadou CISSE Hydrogéologie 

Division Hydrogéologie 

4）ICS 社   

Moustapha N'DOYE  

Moustapha NDAW  

 

Division chimique 

Division mine  section 

exploitation 

化学部職員 

鉱山部探鉱課職員 

3)サイト住民   

Barsafo 
Cheikhou THIAM 

 

Tamsir THIAM 

Bassirou KHOUMA 

 

Vice Président comité de 

gestion 

Villageois 

Adjoint Chef de Village 

 

水管理委員会副委員長 

 

村人 

副村長 

Colibantang  

Seydou SY  

Oussy NIANG 

Fatoumata DIOP     

 

Adjoint Chef de Village 

Secrétaire ASUFOR 

Agricultrice 

 

副村長 

ASUFOR 書記 

村人 

Darou Fall 
Cheikh DIOP 

Mamadou BAKHOUM 

Fatou NIANE 

 

Chef de Village 

Président comité de gestion 

Villageois 

 

村長 

水管理委員会委員長 

村人 

Diam Diam 
Mandiaye NDIAYE 

Amady GUEYE 

Assane DIOUF    

 

Chef de Village 

Anciens du village           

Villageois 

 

村長 

長老 

村人 

Félane Sine 

Dialgui DIOUF 

Niokhor SENE 

Alioune SENE 

 

Chef de Village 

Anciens du village 

Villageois 

 

村長 

長老 

村人 

Gallé  
Fodé SOW 

Diaoulé FAYE 

Ahmadou SOW    

 

Chef de Village  
Président comité de gestion 

Villageois   

 

村長 

水管理委員会委員長 

村人 

Kissang 
Birang CAMARA 
Franc CAMARA 

 
Nara CAMARA 

 

Chef de Village 

Adjoint Président comité de 

gestion 

Villageois 

 

村長 

水管理委員会副委員長 

 

村人 

Koumaré 
Goundo SOW  

Samba BA        

Ousmane BA  

Binetou DIALLO     

 

Adjoint chef de village   
Conducteur    
Collecteur 

Villageois      

 
副村長 
給水施設オペレーター 
水料金徴収人 
村人 

Kountouata 
Boukary CAMARA 

 

Chef de Village 
 

村長 
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ounkarou KONATE 

Sékou SABALY 

Secretaire ASUFOR 

Villageois 

ASUFOR 書記 

村人 

Maka 
Elhadji Sadio KANE 

Modou KANE 

Mama Coumba 

 

Chef de Village 

Président comité de gestion 

Villageois  

 

村長 

水管理委員会委員長 

 村人                      
MissirahThiaréne 

Elhadji Samba SARR  

Demba SARR 

Yoro Diouma 

 

Chef de Village 

Président comité de gestion 

Villageois 

 

村長 

水管理委員会委員長 

村人 

Sam Nguéyenne 

Djibel GUEYE   

Mamadou GUEYE   

Mame Fatou NDIAYE 

 

Adjoint Chef de Village 

Vice Président ASUFOR 

Villageois    

 
副村長 
ASUFOR 組合長 

村人 

Missirah 
Ansou SYLLA 

Bagaly KABA  

Waly KEITA 

 

Chef de Village 

Président comité de gestion  

Trésorier comité de gestion 

 

村長 

水管理委員会委員長 

水管理委員会会計 

Bidiankoto 
Demba SOW 

Abdou SOW  

Mamadou SOW 

 

Chef de Village 

Président comité de gestion  

Conducteur 

 

村長 

水管理委員会委員長 

給水施設オペレーター 

Dialacoto 

Sounkarou DIAMBAN 

Bakary KOYATE Sitapha 

SOUANE 

Issa NDIAYE 

 

Chef de Village 

Président ASUFOR  

Contrôleur du forage 

Assistant Communautaire 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

井戸監理員 

村落共同体補佐 

Goumbayel 
Mbanding GASSAMA 

Djibril DIABY 

 

Alpha Oumar 

 

Adjoint chef de Village 

Conseiller rural membre  

ASUFOR 

Villageois 

 

副村長 

村落議会、ASUFOR 役員 

 

村人 

Koundiaw 
Elhadji SOW 
Sada BA                

Ndarody DEME 

 

Chef de Village 

Conducteur Forage 

Marabout 

 

村長 

給水施設オペレーター 

宗教指導者 

Hamdalaye Tessan 
Mady Hawa GASSAMA 

Mohamadou FOFANA 

Elhadji Cheikh FOFANA 

 

Chef de Village                 

Trésorier comité de gestion 

Adjoint Iman 

 

村長 

水管理委員会会計 

礼拝長補佐 

Sinthiou Maléme 
Masakaly NALLY 

Dady SOW  

Mohamed SYLLA  

Souleymane CISSE 

 

Chef de Village 

Président ASUFOR 

Trésorier ASUFOR 

Surveillant Général ASUFOR 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

ASUFOR 会計 

ASUFOR 監視員 

Faricounda   
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Bocar SOW 

Bassako BA             

Taw Sow 

Chef de Village 

Président comité de gestion 

Villageois 

村長 

水管理委員会委員長 

村人 

Dounoubel 
Seydou BA 

Aliou SOUMARE 

Samba SOUMARE 

 

Chef de Village 

Président comité de gestion 

Villageois 

 

村長 

水管理委員会委員長 

村人 

Dialglé Sine 
Cheikh Tidiane FAYE 

Lah Demba FAYE 

Pathé SENE 

 

Chef de Village 

Président ASUFOR 

Villageois 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

村人 

Keur Daouda 
Modou NDIAYE 

Walentin Mbengue 

Moussa BAKHOUM 

 

Chef de Village 

Président ASUFOR 

Villageois 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

村人 

Koumpentoum 
Abdou TOP 

Cheikh Sy 

Ndeye LAYE 

 

Délégué de quartier Escale 3 

Président comité de gestion 

Villageois 

 

Escal3 地区長 

水管理委員会委員長 

村人 

Malemba 
Pathé SALL 
Samba SALL 

 

Ndiabo NDOM 

 

Chef de Village 

Secrétaire Général comité de 

gestion 

Villageois 

 

村長 

水管理委員会書記 

 

村人 

Darou Salam Sine2 
Samba GUEYE 

Abdoulaye FAYE 

Ndéye Fatou SENE 

 

Chef DE Village 

Président ASUFOR 

Villageois 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

村人 

Darou Ndimbélane 
Amath NDIMBELANE 

Ousmane DIAME 
Ousmane DRAME 

 

Chef de Village 

Président ASUFOR      

Villageois 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

村人 

Darou Ndiayéne 
Ibrahima  NDIAYE 

Elhadji Mory CAMARA 

Aliou NDIAYE 

 

Chef de Village 

Président ASUFOR 

Villageois 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

村人 

Kouthia Gaîdy 
Saliou NDAO 

Samba NDIAYE 

Elhadji Bouna NDAO 

 

Chef de Village 

Secrétaire Général ASUFOR  

Notable          

 

村長 

ASUFOR 書記 

村名士 

Darou Ndiawéne 
Babou NDAO 
Fatou Cissé 

Abdou GUEYE 

 

Conducteur 

Membre ASUFOR 

Villageois 

 

給水施設オペレーター 

ASUFOR 役員 

村人 

Méréto 
Elhadji Sadio DIALLO 

 

Chef de Village 

 

村長 
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Mamadou THIAW 

Serigne DIENG 
Président ASUFOR 

Villageois 

ASUFOR 組合長 

村人 

Ndiambourg 

Hameth CAMARA 

Mansa CAMARA 

Niambou CAMARA 

 

Chef de Village 

Président ASUFOR 

Villageois 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

村人 

Fass Gounass 

Mouhamadou Ady BA 

Mamadou Hady BA 

Ibrahima CISSAKHO 

 

Adjoint chef de village 

Président ASUFOR 

Villageois 

 

副村長 

ASUFOR 組合長 

村人 

Fass Ndimbélane  

Ousmane NDIMBELANE 

Babou DIOP 

Maty NDIMBELANE 

 

Chef de Village 

Président ASUFOR 

Villageois 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

村人 

Koussan 
Alassane SY 

 

Sada SAO 

 

Chef de Village, Président 

comité de gestion 

Villageois 

 

村長、水管理委員会委員長 

 

村人 

Doundé 
Barra NDIAYE 

Boubacar Yoro DIA 

Djibril Tall 

 

Chef de Village 

Président comité de gestion 

Enseignant Arabe      

 

村長 

水管理委員会委員長 

アラブ学校教師 

Aouré 

Aguibou SOW 

Mamadou GUISSE 

Ramata SALL 

 

Chef de Village 

Président comité de gestion 

Ex trésoriére du comité de 

gestion 

 

村長 

水管理委員会委員長 

水管理委員会前会計 

Goudiry 
Cheikh DIARRA 

Mamadou CISSE 

Peinda SOW 

 

Chef de Village 

Surveillant Général 

Gérante Borne Fontaine 

 

村長 

ASUFOR 監視員 

共同水栓管理人 

Mbayénne Thiasdé 
Ndiga MBAYE 

Ousmane SARR 

Khady MBAYE 

 

Chef de Village 

Adjoint ASUFOR 

Adjointe vice président ASUFOR

 

村長 

ASUFOR 役員 

ASUFOR 副組合長 

Taîba Ndiaye 
Matar NDIAYE 

Aliou BADIANE 

Maguatte NDIAYE 

Pape MBOW 

 

Chef de village 

Président ASUFOR 

Membre CD ASUFOR 

Conducteur 

 

村長 

ASUFOR 組合長 

ASUFOR 理事 

給水施設オペレーター 

Gouloum Mbéthio 
Mamadou SARR 

Elhadji MBAYE 

Khady DIOP 

 

Chef de Village 

Surveillant Général ASUFOR 

Trésorière ASUFOR 

 

村長 

ASUFOR 監視員 

ASUFOR 会計 

 



 

資料４ 討議議事録（M/D） 































 

 A-24

 

セネガル国 

タンバクンダ州給水施設整備計画準備調査 

協議議事録 

 

セネガル国（以下、セネガルという）からの要請に基づいて、日本政府は「タンバクンダ州

給水施設整備計画」（以下、計画という）に関する準備調査の実施を決定し、その実施を国

際協力機構（以下ＪＩＣＡという）に委託した。 

ＪＩＣＡは、ＪＩＣＡセネガル事務所次長野田久尚を団長とする準備調査（以下、調査団とい

う）を 2009 年 5 月 19 日から 7 月 15 日までセネガル国に派遣した。 

調査団は、セネガル政府関係者と協議するとともに、対象地域において現地調査を実施

した。 

協議及び現地調査の結果、双方は附属書に記述された主要事項について確認した。本

調査団は引き続き現地調査を実施し、基本設計調査報告書をとりまとめる予定である。 

 

2009 年 6 月 4 日 ダカールにて 

 

 

野田 久尚 

団長  

準備調査団 

国際協力機構(JICA) 

 
M. Diene FAYE 

地方水利局長 

都市計画・住環境・水利・衛生省 

セネガル国 

 

  
Mr. Massar WAGUE 

経済財政協力局長代理 

経済財政省 

セネガル国 
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附属書 

 

１．プロジェクトの目的 

本プロジェクトは、既存給水施設を改修することで、安全な水の供給状況を改善することを目的とす

る。 

 

２．プロジェクトの要請地域 

本プロジェクトの対象地域はタンバクンダ州だけでなく、他州の候補サイトも含まれる予定である。対

象地域の位置図は別添 1 のとおりである。 

 

３．責任機関および担当部局 

責任機関は都市計画・住環境・水利・衛生省（MUHHA）、担当部局は地方水利局（DHR）である。 

なお、改修後の給水施設の適切な維持管理の観点から、維持管理局（DEM）とも十分協力しながらプ

ロジェクトを実施する。MUHHA の組織図を別添 4 に示す。 

 

４．日本の無償資金協力制度 

4-1 セネガル国政府は、調査団から説明を受け、別添 5、6 に記載されている、日本の無償資金協力制

度について理解した。 

 

4-2 セネガル国政府は、プロジェクトを速やかに実施するために、日本の無償資金協力を実施する条件

として、別添 7 に記載された必要措置を行う。 

 

4-3 プロジェクトの実施前段階で、既存施設及び機材の撤去が必要な場合は、セネガル国側負担で必

要な措置を行う。 

 

4-4 他ドナー・NGO が建設したサイトを改修対象とする場合、セネガル側は、関連ドナー・NGO 側に対し

て、改修対象とする旨伝えるとともに、給水施設の図面、配管網図、井戸諸元等のデータを責任持

って入手する。 

 

4-5 調査の結果、その他の負担事項が生じれば、JICA はセネガル側に通知する。 

 

５．その他事項  

 

5-1 調査の回数と要請サイトの優先順位付け 

対象村落が当初の要請より増加していること、また、情報が少ない事から調査を2回実施することとす

る。今回の 7 月まで実施する 1 回目の調査結果をもとに、別添 3 に示す基準に従い、優先順位や予算を

鑑みつつ村落数の絞込みを行う。 

2 回目の調査ではこれに基づいた調査を行い、村落毎の基本設計・積算を実施する。 

 

5-2 現地調査サイト数の絞込み 

限られた経費をもとに効果的・効率的な調査を行うためには、55 サイトを初期段階である程度の数

に絞込み、現地調査を開始することが望ましい。 

絞込みクライテリアは以下のとおりであり、最終的に 41 サイトとすることで合意した。 

 

・優先度「高」：当初から要請されていたダンバクンダ州のサイト 

          国別次行実施計画や他の援助スキーム（水の防衛隊ボランティア派遣等）との連 
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            携の観点から優先すべきサイト 

 

・優先度「低」：基盤岩が浅所に分布する地域のハンドポンプサイト 

       雨期にアクセス困難なサイト 

       環境プログラム無償で対応予定のサイト 

           PEPTAC２で対応中或いは対応予定のサイト 

           他ドナーで対応中或いは対応予定のサイト 

 

5-3 41サイトにおける優先順位付けについて 

41 サイトの優先順位は、第 1 次調査の情報を反映しつつ、第 2 次調査の開始当初に、日本側・セネガ

ル側双方が協議して決定する。協議に向けた準備、流れは次のとおり。 

・ 第 1 次調査の中で実施する「社会条件調査」、「給水施設現況調査」、「水源調査（深井戸）」のド

ラフトレポートのコンサルタントからの提出日は７月 15 日とする。 

・ セネガル側は、上記レポートも参考にしつつ、セネガル側優先順位（案）を作成し、遅くとも 7 月 24

日までに日本側へ提出する。 

・ 日本側は、上記セ国案を反映しつつ、優先順位（案）を作成する。 

・ 第 2 次調査の開始当初に、日本側・セネガル側双方が協議して優先順位を決定する。 

 

5-4 修復後の給水施設の運営維持管理 

セネガル側は、改修後の給水施設の運営維持管理を適切に行うことに合意した。特に、MUHHA は、

ASUFOR による給水施設の運営維持管理を確実にモニタリングし、ASUFOR を適切に支援することに合

意した。 

 

5-5 ソフトコンポーネント 

日本側・セネガル側双方は、上記 5-3 に述べる運営維持管理のために、必要に応じて、ソフトコンポー

ネントによる技術指導を行うことに合意した。 

なお、現在、タンバクンダ州において技術協力プロジェクト「安全な水とコミュニティ活動支援計画フェ

ーズ 2（PEPTAC2）」が実施中であり、ASUFOR の普及を主とした活動を行っている。PEPTAC2 関係者と

も十分意見交換を行ったうえで、今後、ソフトコンポーネントの具体的実施方法について検討する。 

 

5-6 環境影響評価 

日本側・セネガル側双方は、セネガルの環境影響評価に係る法令及び基本設計調査で求められる環

境影響評価が必要となった場合、セネガル側は必要な手続きを行うことを確認した。 

 

5-7 プロジェクトの名称 

プロジェクト名称は、タンバクンダ州給水施設整備計画であるが、タンバクンダ州以外でも実施サイトが

含まれる可能性があるため、必要に応じて適切な新名称に変更する。 

①要請時の名称：小規模給水施設リハビリ計画 

②準備調査開始時の名称：タンバクンダ州給水施設整備計画 

③新名称：必要に応じて第二次調査或いは概要説明時に検討する。 

 

別添 1  要請地域の地図 

別添 2  要請サイトリスト 

別添 3  調査フローチャート 

別添 4  責任機関組織図 

別添 5  日本の無償資金協力の概要 

別添 6  日本の無償資金協力に係る手続きフローチャート 

別添 7  両国政府の主な責任内容   
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セネガル国 

タンバクンダ州給水施設整備計画準備調査 

協議議事録 

 

セネガル国（以下、「セ」国という）からの要請に基づいて、日本国政府は「タンバクンダ州給水施設整備計

画」（以下、プロジェクトという）に関する準備調査（第二次基本設計調査）の実施を決定し、その実施を国際協

力機構（以下、ＪＩＣＡという）に委託した。 

ＪＩＣＡは、ＪＩＣＡ地球環境部吉田克人客員専門員を団長とする準備調査団（第二次基本設計調査）（以下、

調査団という）を 2009 年 8 月 9 日から 8 月 13 日までセネガル国に派遣した。 

協議の結果、双方は附属書に記述された主要事項について確認・合意した。なお、官側団員を除く調査団

は引き続き 2009 年 9 月中旬まで現地調査を実施し、基本設計調査報告書をとりまとめる予定である。 

 

ダカール、2009 年 8 月 12 日 

 

 

 

 

 

吉田克人 

団長  

準備調査団（第二次基本設計調査） 

国際協力機構(JICA) 

 M. Alassane Tairou Ndiaye 

地方水利局長代理 

都市計画・住環境・水利・衛生省 

セネガル国 

 

  Mr. Massar WAGUE 

経済財政協力局長代理 

経済財政省 

セネガル国 
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附属書 

 

１．プロジェクトの目的 

本プロジェクトは、「セ」国の既存給水施設を改修・拡張することで、安全な水の供給状況を改善することを

目的とする。 

 

２．プロジェクトの対象地域 

本プロジェクトの対象サイトはタンバクンダ州の他に、マタム州、ルーガ州、ティエス州のサイトも含まれ、

対象サイトの位置図は別添 1 に示すとおりである。 

 

３．プロジェクト実施機関および担当部局 

プロジェクト実施機関は都市計画・住環境・水利・衛生省（MUHHA）、担当部局は地方水利局（DHR）である。 

なお、改修後の給水施設の持続的な維持管理を実施するために、維持管理局（DEM）とも情報を共有してプ

ロジェクトを実施する。なお、MUHHA の組織図は別添 2 に示す。 

 

４．第一次基本設計調査の調査結果の確認 

調査団は、第一次基本設計調査結果を説明した。調査結果に係る協議の後、「セ」国側は調査結果の内容

を確認し、合意した。 

 

５．本プロジェクトにおける既存給水施設の改修・拡張基本方針 

１）「水と衛生のミレニアムプログラム（PEPAM）」との整合性 

「セ」国におけるPEPAMの中で、「給水施設（レベル2）の整備」及び「住民主体の利用者水管理組

合（ASUFOR）」について基本的方向性が示されている。本プロジェクトは原則としてPEPAMの戦略的

な同方向性に沿って実施する。 

 

２）地上型水槽の改修について 

PEPAM のガイドラインによると地上型水槽は水槽至近でしか給水できないため、新規建設を勧めて

いないことから、既存地上型水槽の軽微な劣化の改修に限って対応する。 

 

３）高架水槽の新設 

「セ」国側は、以下のとおり調査団に提案した。 

・ 衛星村落が存在しない規模の小さな単独村落の高架水槽の高さは、5mとする。 

・ 衛星村落が存在する規模の大きな中心村落の高架水槽の高さは、5m以上とする。 

調査団は同提案を受け、本邦関係者とともに検討することを約束した。 

 

４）新規井戸掘削と既存井戸改修について 

新規井戸掘削は孔内に重大な揚水上のダメージが見られ、改修が困難な井戸および井戸診断結果か

ら改修は不可能と判断された井戸サイトで実施する。 
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井戸診断結果から地下水生産性の向上が期待できる稼動井戸および井戸以外の原因で未稼動の井戸

を対象に井戸改修を行う。 

これらの井戸は各種改修工法を適用して井戸の生産性の回復に努め、改修後には揚水試験で得られ

る妥当な安全揚水可能量を判定して、持続性のある給水計画策定に資する。 

 

５）改修・拡張基本方針及び優先順位 

本プロジェクトにかかる改修・拡張サイトの評価及び優先順位付けは別添4「改修･拡張方針」の表

3「優先順位表」に示すとおりである。双方はこの内容につき合意した。 

 

６）他ドナーによる支援との重複 

「セ」国側は、本プロジェクトで改修・拡張が予定されるサイトにおいて、他ドナーによる同様の

支援が行われる予定がないこと、或いは、他ドナーによる支援が重複しないように調整することに

ついて約束した。 

 

７）継続調査について 

調査団は、引き続き2009年9月中旬まで、事業積算等のプロジェクト補足調査を行なう。補足調査

の結果、著しい修正があった場合に限り、優先順位を見直すものとする。 

 

６．概算事業費の検討 

調査団は、上記５．７）継続調査の調査結果、および日本国内での設計・積算作業の途中経過を踏ま

え、外務省をはじめとする日本国内関係部局と日本側が負担する事業費の検討を行い、この範囲内で最

終的に改修・拡張の対象となるサイトが決定される旨を説明した。「セ」国側はこれを理解するととも

に、事業費の検討の際には、価格変動（人件費、材料費等）を十分考慮するように提案した。 

 

７．日本の無償資金協力制度 

双方は、2009 年 6 月 4 日付協議議事録附属書第 4 項「日本の無償資金協力制度」（特に 4-3 項、4-4 項に

係るセネガル側の責務）及び同議事録別添 5、6 に記載されている内容について、再確認し、合意した。 

 

８．その他事項  

8-1 給水施設の運営・維持管理 

「セ」国は、プロジェクト終了後の給水施設を適切に運営・維持管理することに合意した。特に、MUHHA は、

ASUFOR による給水施設の運営管理の状況と、ASUFOR からの依頼によって維持管理本部（SM）及び維持

管理センター（BPF）或いは民間企業が行う給水施設の維持管理の状況を確実にモニタリングし、支援するこ

とに合意した。 

 

8-2 給水施設の維持管理に係る民間委託の状況 

「セ」国側は、現在進行中の給水施設の維持管理に関する民間企業への委託の進捗について、次のとおり

説明した。 

・ 中央部でパイロットプロジェクトが実施された。その結果を踏まえ、以下に記載の維持管理の決定がなさ

れた。 
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＊ 2009 年末までに中央部（ジューベル州、カオラック州、ファティック州、カフリン州、ティエス州）の民

間委託。 

＊ 北部地域（ルーガ州、サンルイ州、マタム州）は 2010 年末まで。 

＊ 南部地域（タンバクンダ州、ジガンショール州、セデュー州、コルダ州、ケドゥグ州）は 2011 年まで。 

・ 入札後、選択された１民間企業に、各地域の維持管理業務を委託する。 

・ SM や BPF は引き続き存続し続け、民間委託後、MUHHA の新しい任務を遂行する。 

調査団は、本プロジェクトで改修・拡張される給水施設の運営・維持管理に対し、当該改編が負の影響を及

ぼさないよう申し入れるとともに、当該改編を実施後も、給水施設の効果的・効率的運営・維持管理が行われ

るよう適切な実施体制の構築を申し入れ、「セ」国側は、合意した。 

 

8-3 コミュニティからの合意取り付け 

「セ」国側は、本プロジェクトで給水施設の改修・拡張が実施される可能性を有する村落、或いは ASUFOR、

水管理員会（Comitte）に対して、プロジェクト実施後も適切に運営・維持管理を行うこと約束する合意書を 2009

年 12 月上旬までに取り付けることに同意した。 

 

8-4 ソフトコンポーネント 

双方は、上記7-1 に述べる運営・維持管理のために、必要に応じて、ソフトコンポーネントを伴う技術指導を

実施することにつき合意した。 

なお、現在、タンバクンダ州において技術協力プロジェクト「安全な水とコミュニティ活動支援計画フェーズ 2

（PEPTAC2）」が実施中であり、ASUFOR の活動支援を主とした活動を行っている。このため、DEM 及び

PEPTAC2 関係者とも十分意見交換を行ったうえで、ソフトコンポーネントの具体的実施方法等について検討

する。 

 

8-5 環境影響評価 

双方は、「セ」国の環境影響評価法令及び基本設計調査で求められる環境影響評価が必要な場合、「セ」国

は必要な手続きを行うことを確認した。また、「セ」国側は、本プロジェクトに対する影響面に関する環境局か

らの証明書を入手し、必要な手続きを行うことを約束した。 

 

8-6 プロジェクトの名称 

プロジェクト名称は、“タンバクンダ州給水施設整備計画”であるが、タンバクンダ州以外のサイトも含まれ

る可能性があるため、必要に応じて適切な新名称への変更を検討する。 

①要請時の名称：小規模給水施設リハビリ計画 

②準備調査開始時の名称：タンバクンダ州給水施設整備計画 

③新名称：調査結果を受け、必要に応じて概要説明調査時（2009 年 12 月予定）に検討する。 

 

 

別添 1  要請地域の地図 

別添 2  責任機関組織図 

別添 3  調査フローチャート 

別添 4  改修・拡張方針及び優先順位表
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別添 1－1 要請地域の地図



  

別添 1－2 要請地域の地図 
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別添２ 責任機関組織図 

 
 

 

 

 

17 Directions 
 

Direction des 
Constructions scolaires et 

universitaires 

Direction de Lutte contre 
les Encombrements 

Direction de l'Urbanisme 
et de l'Architecture 

Direction de l'Habitat Direction de 
l'Assainissement 

Direction de l'Administration 
générale et de l'Equipement 

Direction de l'Hygiène 
publique 

Direction de l'Hydraulique 
urbaine 

Direction de la Gestion et 
de la Planification des 
Ressources en Eau 

Direction de la Gestion du 
Patrimoine bâti de l'Etat 

Direction de la 
Construction 

Direction de la 
Surveillance et du 

Contrôle de l'Occupation 
du Sol 

Direction de la Prévention 
individuelle et collective 

Direction de l'Hydraulique 
rurale 

Direction de l'Exploitation et 
de la Maintenance 

Direction du cadre de vie Direction du Paysage et 
des espaces verts urbains 

Ministre d'Etat 

Ministère de l’Urbanisme, de l’Habitat, de l’Hydraulique et de 
l’Assainissement (MUHHA) 

Secrétaire général 

Inspection interne 

Inspection des Affaires 
Administratives et 

Financières 

Directeur de Cabinet 
Bureau de la Communication 

et de la Documentation 

Directeur 

Direction de l'Exploitation et de la Maintenance (DEM) 

Division 
Maintenance 

Division Animation et 
Sensibilisation 

3 Subdivisions 
de Maintenance 

10 Divisions Régionales de 
l’Hydraulique 

16 Brigades des Puits 
et des Forages (BPFs) 

Bureau Administratif et 
Financier

Division 
Exploitation 

Directeur 

Direction de l'Hydraulique Rurale  (DHR) 

Division de l'Administration 
générale et des Finances 

Division de l’Hydraulique 
Rurale 



  

別添３：調査フローチャート 
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行程 サイト数 日程 絞り込み段階

要請 55 第０段階　：　「セ」国側からの要請

第１段階　：　絞り込み（１）

派
遣
前

41

第２段階　：　絞り込み（２）

以下に挙げられるサイトを削除対象として絞り込みを行う

他プロジェクト実施サイト
・PEPAMの実施サイト→No.49除外
・他ドナー実施サイト

41 6月4日決定

第３段階　：　詳細調査
7月15日仮レポート提出 給水施設調査 社会条件調査 井戸調査

7月24日先方からの優先順位提出 既存給水施設施設の現況について調査 ASUFOR活動状況、収入、人口などの社会状況を調査 水源状況を調査

7月末本レポート

井戸調査については8月中旬レポート提出

第４段階　：　優先付け
詳細調査結果から以下に関わる事項について、重み付けを加味した点数を算出し、合計点で優先順位を決定する

41 8月12日決定予定

第５段階　：　優先サイトの詳細確認

第４段階で優先付けされたサイトについて以下の点を検討し 終確認を行う

第６段階　：　設計・積算及び概算事業費の検討

10～11月頃予定

第７段階　：　協議・合意　　（実施サイト 終決定）

12月初旬

第
一
次
調
査

B
D
協
議

・ タンバクンダ州、マタム州、ティエス州、ルーガ州、ケドゥグ州
・ ハンドポンプ・サイト7サイトを除外（これでケドゥグ州はなくなる）N038-44まで
・ 雨季にアクセス困難なサイトを除外、但し、日本建設サイトは調査対象とする。従ってNo17,18, 20, 25, 32の5サイトが除外
・ 環プロ無償で取り上げられた1サイトを除外　No52

・測量及び詳細な改修方法の検討
・運営維持管理方法の検討
・調達事情・施工計画調査による検討
・井戸能力の確認

１．地域的優先度（州、省庁所在地）、２．想定給水人口、３．村落及び住民活動状況、４．アクセス難易度、５．水利用
状況、６．セネガル側での実施困難度（費用面）、７．プロジェクト実施主体

国
内
解
析

第
二
次
現
地
調
査

第５段階で優先付けされたサイトに対して設計・積算を行う。
設計・積算と並行してプロジェクト全体の概算事業費を検討する。概算事業費の検討に伴い実施サイト数も決定する。

A
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別添 4 

 

改修・拡張基本方針 

 

 

本プロジェクトは、施設改修（修理、更新）と拡張（配管延長による給水区域の拡大）についての整備計画であ

る。 

「セ」国では PEPAM（Programme d’eau potable et d’assainissement du millénaire） ：水と衛生のミレニアムプログ

ラム 2005 を掲げ、給水率の向上に取り組んでいる。下図の給水施設の拡充・新設の選定フローによれば、村落

の半径5km 圏内に既存の高架水槽がある場合には、その高さが 15m 以上であるか、それ以下であるかで配管

（ネットワーク）を延長するか、また高架水槽を新設するかを検討するという方針となっている。 

 

村落状況（人口・高架水槽・水源）による施設拡充・新設の代替案選定フロー（PEPAM） 

 

 

 

 

 

 

 

注：AEV（Adduction d'Eau Village）：単独村落給水システム、AEMV（Adduction d'Eau Multivillage）複数村落給水システム 

※1：この 250 人以上という数値は開発調査である「タンバクンダ州およびマタム州地方給水計画」においてフロ

ー全体も含めて見直し中であるが、本案件では 50 人以上を対象とする。 

 

第一次現地調査の結果および上記 PEPAM の方針から、整備計画は次の３つのタイプに整理できる。 

① 単独村落給水（AEV）：地上型水槽によるポイントソース給水 

② 単独村落給水（AEV）：高さ 5ｍの高架水槽による給水 

③ 複数村落給水（AEMV）：高さ 15m 以上の高架水槽による給水 

高架水槽の建設及び 

配管延長を伴う 

AEV から AEMV への拡充 

技術的な検討に基づく 
配管（ﾈｯﾄﾜｰｸ）の延長 

配管（ﾈｯﾄﾜｰｸ）の延長 

新規 AEMV の建設 

新規 AEV の建設 

 Yes  

Or 

既存の 
高架水槽
がある

村落人口 
が 250 人※1 
以上である 

10×10 km の 
地域内の人口が 
2,500 人である 

 No  

 
村落人口が 

1,000 人未満 

高架水槽 

高さ 15m 以上

高架水槽 

高さ 10～15m

高架水槽 

高さ 0～5m 

 Yes  
半径5km 
の圏内に 
深井戸が 

ある 

 No  

村落人口が 
1,000 人以上 

である 

 No  

 Yes  

手動滑車（釣瓶） 

地下水の利用
が可能である

 No  

 Yes  静水位が 
20m より低い

ﾊﾝﾄﾞﾎﾟﾝﾌﾟ、ｴｵﾘｱﾝ

又はｿｰﾗｰ施設 

 No  

 Yes  表流水の利用
が可能である 表流水の浄水措置

送水と塩水淡水化

に関する措置 

浅井戸／深井戸

 Yes  

 No  

出典：PEPAM 2015 Mahuel des projets eau (Avril 2006) 

給水率が不足、かつ分析実施済み、優先順位確認済み 

 Yes  

 No  
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１．改修・拡張の基本方針 

１）給水施設の計画、設計は PEPAM のガイドラインに則って実施するが、前述給水整備水準の内、タイプ①地

上型水槽は長年「セ」国では建設されていず、PEPAM も新規建設を勧めていないことから、このタイプの既

存水槽を改修する場合を除いて、新規水槽は高架水槽を基本とする。各サイト及び衛星村落の給水現況と

課題等に基づいて、高架水槽の仕様を検討した後、設計し概算工事費を算出する。 

２）井戸孔内に重大な揚水上のダメージを伴う井戸は、基本的に改修は経済的に困難なため、新規井戸掘削を

計画する。現況調査の結果、既存井戸を改修することで地下水生産性の向上が期待できる稼動井戸および

井戸以外の原因で未稼動の井戸は、現在の井戸孔内部状態を診断する必要がある。この内、建設後 30 年

を経過した稼動井戸および既存井戸を水源としたサイトで給水人口が現在より顕著に増加する複数村落給

水スキーム数井は、揚水施設の老朽度対策の緊急性や給水計画立案に際し技術的根拠を得るためにも優

先度が高い。このような井戸の診断を実施し、スクリーンの目詰まりや破損、ケーシングの劣化及び堆砂状

況等を把握する。この結果、改修可能で揚水能力の回復が期待された井戸では各種改修工法を実施して井

戸生産の回復に努めるが、改修が不可能と判断された井戸は、新規掘削対象井戸とする。なお、井戸改修

後に実施される揚水試験結果から妥当な安全揚水可能量を判定して、持続性のある給水計画策定に資す

る。 

３）揚水機材と発電機は設置後の経過年数を問わず、更新することを基本とする。なお、既存井戸の立軸タービ

ンポンプやジーゼル発動機は揚水効率や維持管理の容易な水中ポンプと発電機に置き換えるものとする。

これは本プロジェクトによって改修が実施された後、既存機械の運転経歴が不明な状況で、継続利用し、早

い段階で機材が故障し、給水施設全体が停止する事態を憂慮したためである。 

４）複合村落給水スキームでは、高架水槽の半径 5km 圏内に位置する衛星村落に対する給水の可能性を地形、

水理学的な観点から検討する。同時に維持管理実態、住民の水利費支払い意思などの社会・経済的な観点

からも、その妥当性を調査する。本スキームは第二次現地調査でさらに詳細な検討を加える。 

５）衛星村落への配管延長は、給水サービスエリアを拡大し、給水人口を増やすために実施する方針であるが、

以下のような技術的、社会･経済的条件を詳細調査した結果に基づいて検討することにする。 

  技術的検討 

- 既存水源の揚水量と対象サイトの需要量のバランス 

            - 高架水槽の高さ 

- 中心村落と衛星村落との距離、標高差 

‐代替水源として浅井戸の分布、水理地質的特性、水利用現況の把握 

 

  社会･経済的検討 

‐民族、社会･経済的な背景の異なる村落が、揚水村落を中心にした複数村落給水スキームを構

築できる可能性 

‐村落内で住民抗争の有無 

‐水利費支払いシステムを従量制に統一する際の課題 

‐給水スキームに参加する村落が ASUFOR の責務、義務を果せるか。（集金、会議参加等） 

‐給水施設の運用に当たって、管理責任者の識字、計算能力の有無。 

‐住民（遊牧民）の村落留守期間 

‐給水関連機関関係者との言語コミュニケーション能力の有無 
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６）ソフトコンポーネントについては、ASUFOR による給水施設の日常運転管理、維持管理局（DEM）及び民間企

業により修理を行うことが「セ」国の基本方針となっていることから、対象サイトには以下の３つのタイプのコ

ンポーネントに分類して計画する。 

① ASUFOR の組織化：水管理員会が設立されている、あるいは組織がないところも新規に ASUFOR の組

織化を図る。 

② ASUFOR 再研修：ASUFOR が設立されているサイトは、運営に問題があるなしに関わらず再研修を行

う。 

③ オペレータ研修：オペレータ研修は、過去の無償案件で「セ」国が自助努力で行ってきたものである。対

象サイトでは、立軸ポンプの水中モーターポンプへ変更や発電機の更新の際には、オペレータ研修を

実施する必要がある。この研修は基本的に「セ」国が自ら実施するが、研修内容については調査団か

ら提案する。 

 

２．優先サイトの絞込み 

第一次現地調査および再委託調査結果に基づいて、１．地域的優先度、２．想定給水人口、３．村落状況、４．アクセ

ス難易度、５．水利用状況、６．セネガル側での実施困難度、７．プロジェクト実施主体の評価項目について検討し、

ポイント制で評価する。 

具体的評価は技術的、社会･経済的項目の副項目ごとに評価基準を設定し、この基準ごとに設定した点数に沿って、

項目ごとの重み（％）を掛け、合計した総合得点から優先順位を決定する。評価項目の内、特に、想定給水人口、水

利用状況、プロジェクト実施主体については、項目の重要性から“重み”を他の項目より重要視する。これらの優先

順位付け評価基準については表－2「優先順位付け評価基準」を参照のこと。なお、給水人口については、衛星村

落も含む想定人口で評価する。 

評価結果については、表-3「優先順位表」の通りとなった。 

 

第二次現地調査では、対象サイト選定フローチャートの第４段階の絞込みを実施し、「セ」国とも合意のうえ妥当

なサイトが更に絞り込まれる。（別紙３「調査フローチャート」参照） 

その後、第 5 段階では絞り込まれたサイトごとに改修の妥当性、井戸能力の確認、施設改修に関わる工種、測

量、運営維持管理、資機材調達等の実施/検討を行い、第 6 段階（国内作業）で実施サイトごとに設計・積算を経

て、概算事業費が算定され、実施サイトが 11 月頃に決定される。 

12 月初旬の第 7 段階で双方の協議・合意の基実施サイトが 終決定される。 

 

なお、第４段階以降において優先順位変更を左右する評価項目は、2．想定給水人口、4．アクセス難易度の住

民の立場にたった給水ポイントまでの利便性、5．水利用状況の井戸稼働状況、6．セネガル側での事業実施困

難度（概算建設費）と考えられる。初めの3項目は衛星村落の給水可能性を第二次現地調査で確認すること、井

戸稼働状況は現在井戸調査が継続中であるため、概算事業費が変更する可能性が残っているためである。 
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３．各施設の改修・拡張方針 

 

表－1 各施設の改修・拡張方針 

 

水源 改修の方針として、水源について①砂が井戸内に流入し、揚水が困難な井戸、②水源調査結果から

改修不可能と判定された井戸については、新規掘削を基本方針とする。 

また、この水源調査で同程度の劣化状態と判定された井戸においては、建設年次の古い井戸に対し

てより高い緊急度をおく。 

貯水槽 1)日本の実施したサイト 

日本が建設した既存貯水槽は、問題なく利用されているが、塗装が劣化したものは再塗装とする。日

本-セネガル国旗の表示がない場合は、日本国援助の宣伝効果も考慮し、実施主体国国旗を表示する。

また、コンクリートの劣化による漏水箇所の止水工事を行う。なお、貯水槽内の配管については、劣化度

に応じて交換する。 

2)日本以外のサイト 

他国の援助で施工された構造物には、我が国の看板を設置する。 

地上型水槽については、軽微な改修にとどめる。 

配管  機械室内の配管については、流量計や圧力計は取り替える。また、漏水のみられるバルブについても

取り替える。 

 日本が実施したサイトで水槽高さ 5m につながる配水管については、水圧が低く顕著な漏水はないの

で、基本的に改修は実施しない。他国実施のサイトは漏水の有無が重要なファクターになるが、これに

ついて、現地で聞き取り調査を行って、目視確認し、改修を計画する。また、建設後の経年劣化が顕著な

場合は全配管の再敷設も考慮する。 

公共 

水栓 

老朽化している公共水栓、家畜水飲場、車両給水所は再建設とする。老朽化が顕著な場合には全更

新を基本とする。量水器については、耐用年数を超えている場合には基本的に全部交換する。 

 公共水栓は、水栓の故障が多くみられ、これらは交換する。家畜水飲場の耐用年数を過ぎたボールタッ

プは全数交換する。 

機械室、

ポンプ、

発電機 

1)アスベスト製屋根の取替え 

 大部分の対象サイトの機械室やトイレの屋根はアスベスト製であり、これをノンアスベスト製の屋根に

取り替える。 

2)ドア及び窓の取り替え･内壁及び外壁の塗装 

 大部分の建屋のドア及び窓は更新が必要である。また、外壁及び内壁の汚れが目立つ場合は、再塗

装する。 

3) ポンプ･発電機 

 ポンプ、発電機については経過年数を問わず、すべて更新する。ただし設置から 1,2 年しか経過してい

ない機器で経歴がはっきりしていて、問題が発生していないものについては継続して利用する。なお、既

存井戸の立軸タービンポンプやディーゼル発動機は揚水効率や維持管理の容易な水中ポンプと発電機

に置き換えるものとする。 
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表－2 優先順位付け評価基準 

 

評価項目 
重み 

(%) 
副項目、内容 

比率

(%）
評価基準 点数

優先州 40
①ティエス、ルーガ 

②タンバクンダ、マタム 

2 点 

4 点 

1.地域的優先度 10 
省庁所在状況 60

①村 

②コミュニティールーラル 

③コミューンルーラル 

④郡庁所在地 

⑤県庁所在地 

0 点 

1 点 

2 点 

3 点 

4 点 

2.想定給水人口 20 給水対象村落人口 100

①500 人以下 

②500－1000 人 

③1000－2000 人 

④2000－4000 人 

⑤4000 人以上 

0 点 

1 点 

2 点 

3 点 

4 点 

水利組織の活動状況 

（給水ｼｽﾃﾑ稼働状況、会議の

実施、銀行口座の開設と記録、

DEM への定期報告、従量制の

実施、集金状況、維持管理に適

正な水料金の設定、施設維持

管理状況） 

40

①COMITE 設立、アンケートポイント：6 点以下 

②ASUFOR 設立、アンケートポイント：7 点以下 

③ASUFOR 設立、アンケートポイント：8 点以上

または COMITE 設立、アンケートポイント：7 点

以上 

④COMITE 設立、アンケートポイント：9 点以上 

⑤ASUFOR設立、アンケートポイント：10点以上

0 点 

1 点 

2 点 

 

 

3 点 

4 点 

水利費支払い意思 40

①住民は水料金を下げることを望んでいる。 

②住民は現在の水料金の維持を望んでいる。 

③住民は給水サービスの改善を期待し、水料

金の高騰もやむをえないとしている。 

0 点 

2 点 

4 点 

 

公共施設の有無 10

①公共施設無し 

②学校もしくは保健小屋 

③学校と保健小屋 

④学校と診療所 

⑤学校と病院 

0 点 

1 点 

2 点 

3 点 

4 点 

3.村落状況 10 

水因性伝染病の発生経

歴 
10

①過去に発生無し 

②過去に発生経歴有り 

③現在発生している 

0 点 

2 点 

4 点 

タンバクンダ維持管理本

部からサイトまでの距離

（舗装区間） 

30

①500km 以上 

②200－500km 

③100－200km 

④50－100km 

⑤50km 以下 

0 点 

1 点 

2 点 

3 点 

4 点 

舗装道路からサイトまで

の距離（未舗装区間） 
50

①70km 以上 

②30－70km 

③10－30km 

④2－10km 

⑤2km 以下 

0 点 

1 点 

2 点 

3 点 

4 点 

4.アクセス難易度 10 

住民の立場に立った給

水ポイントまでの利便性
20

①プロジェクト実施後,給水事情は変わらない 

②衛星村落に公共水栓が設置される 

③プロジェクト実施後,給水事情は改善される 

1 点 

2 点 

4 点 

給水施設日稼働時間 50

①24 時間給水 

②12－24 時間給水 

③1－12 時間給水 

⑤給水施設停止中 

0 点 

1 点 

2 点 

4 点 
5.水利用状況 20 

井戸稼動状況 50

①問題なく揚水されている 

②マイナーな問題はあるが、揚水されている 

③揚水停止の可能性がある 

④揚水停止中 

0 点 

1 点 

3 点 

4 点 

6.セネガル側での実施

困難度 
10 概算建設費 100

①10 百万 FCFA 以下 

②10－30 百万 CFA 

③30－70 百万 CFA 

④70－100 百万 CFA 

⑤100 百万以上 

0 点 

1 点 

2 点 

3 点 

4 点 

7.プロジェクト実施主体 20 日本実施サイト 100
①日本以外が実施したサイト 

②日本が実施したサイト 

0 点 

4 点 



  

表－3 優先順位表（第二次基本設計調査 協議議事録確認時点） 

総事業費※

千円 千CFA 重み(%) 10 20 10 10 20 10 20

TAMBA 36 GOUDIRY 40,000 195,000 1 3.33 0.28 0.8 0.27 0.28 0.5 0.4 0.8
TAMBA 34 SINTHIOU MALEME 134,000 654,000 2 3.23 0.22 0.8 0.35 0.36 0.3 0.4 0.8
TAMBA 14 DAROU NDIAWENE 23,000 112,000 3 3.01 0.16 0.4 0.37 0.18 0.7 0.4 0.8
TAMBA 11 DIAGLE SINE 24,000 117,000 4 2.99 0.16 0.4 0.25 0.18 0.8 0.4 0.8
TAMBA 28 COLIBANTANG 44,000 214,000 5 2.89 0.22 0.6 0.18 0.19 0.5 0.4 0.8
MATAM 46 AOURE 53,000 258,000 6 2.70 0.22 0.8 0.21 0.27 0 0.4 0.8
TAMBA 10 KOUMPENTOUM 59,000 288,000 7 2.69 0.4 0.8 0.29 0.3 0.5 0.4 0
TAMBA 29 MERETO 12,000 58,000 8 2.67 0.22 0.8 0.37 0.18 0.1 0.2 0.8
TAMBA 23 DIALACOTO 29,000 141,000 9 2.66 0.22 0.6 0.23 0.31 0.1 0.4 0.8
THIES 45 TAIBA NDIAYE 70,000 341,000 10 2.66 0.14 0.8 0.37 0.15 0 0.4 0.8

TAMBA 13 DIAM DIAM 82,000 400,000 11 2.63 0.16 0.8 0.23 0.24 0 0.4 0.8
TAMBA 16 FASS GOUNASS 12,000 58,000 12 2.57 0.16 0.6 0.13 0.18 0.5 0.2 0.8
TAMBA 15 DAROU SALAM SINE II 11,000 53,000 13 2.54 0.16 0.4 0.3 0.18 0.5 0.2 0.8 5.93億円

TAMBA 30 MAKA 14,000 68,000 14 2.50 0.34 0.6 0.27 0.19 0.1 0.2 0.8
TAMBA 53 BIDIANKOTO 37,000 180,000 15 2.46 0.16 0.6 0.19 0.31 0.8 0.4 0
TAMBA 54 HAMDALLAYE TESSAN 39,000 190,000 16 2.43 0.16 0.6 0.21 0.26 0.8 0.4 0
MATAM 47 DOUNDE 26,000 126,000 17 2.40 0.16 0.6 0.19 0.25 0 0.4 0.8 7.09億円

LOUGA 50 MBAYEGNE THIASDE 13,000 63,000 18 2.31 0.08 0.4 0.3 0.13 0.4 0.2 0.8
TAMBA 5 DAROU FALL 26,000 126,000 19 2.29 0.16 0.4 0.26 0.27 0.8 0.4 0
TAMBA 4 KOUNTOUATA 26,000 126,000 20 2.28 0.16 0.6 0.17 0.15 0.8 0.4 0
TAMBA 24 MISSIRAH 27,000 131,000 21 2.25 0.34 0.8 0.35 0.36 0 0.4 0 8.01億円

LOUGA 51 KOULOUME MBETHIO 27,000 131,000 22 2.22 0.08 0.4 0.36 0.18 0 0.4 0.8
TAMBA 2 FASS NDIMBELANE 10,000 48,000 23 2.19 0.16 0.2 0.35 0.18 0.3 0.2 0.8
MATAM 48 DOUNOUBEL 9,000 43,000 24 2.19 0.16 0.2 0.19 0.14 0.5 0.2 0.8
TAMBA 37 GOUMBAYEL 11,000 53,000 25 2.18 0.22 0.4 0.37 0.19 0 0.2 0.8
TAMBA 7 NDIAMBOUR 35,000 170,000 26 2.15 0.16 0.4 0.25 0.24 0.7 0.4 0
TAMBA 12 KEUR DAOUDA 10,000 48,000 27 2.10 0.16 0.4 0.36 0.18 0 0.2 0.8 9.03億円

TAMBA 33 FARICOUNDA 34,000 166,000 28 2.10 0.16 0.4 0.18 0.26 0.7 0.4 0
TAMBA 5+6※ DAROU FALL+KOUMARE 73,000 356,000 29 2.05 0.16 0.6 0.22 0.265 0.4 0.4 0 10.1億円

TAMBA 1 DAROU NDIMBELANE 10,000 48,000 30 1.99 0.16 0.2 0.35 0.18 0.1 0.2 0.8
TAMBA 19 MALEM BA 23,000 112,000 31 1.92 0.16 0.4 0.34 0.22 0.4 0.4 0
TAMBA 55 KOUNDIAW 36,000 175,000 32 1.87 0.16 0 0.27 0.24 0.8 0.4 0
TAMBA 35 KOUSSAN 37,000 180,000 33 1.86 0.16 0.2 0.21 0.19 0.7 0.4 0
TAMBA 27 FELANE SINE 35,000 170,000 34 1.83 0.16 0.2 0.18 0.19 0.7 0.4 0
TAMBA 21 DAROU NDIAYE 36,000 175,000 35 1.81 0.16 0.2 0.31 0.24 0.5 0.4 0
TAMBA 9 GALLE 9,000 43,000 36 1.64 0.16 0.4 0.17 0.21 0.5 0.2 0
TAMBA 3 KISSANG 20,000 97,000 37 1.57 0.16 0.2 0.17 0.24 0.5 0.3 0
TAMBA 8 SAM GUEYENE 52,000 253,000 38 1.54 0.16 0.4 0.34 0.24 0 0.4 0
TAMBA 22 KOUTHIA GAÏDY 24,000 117,000 39 1.44 0.16 0.4 0.21 0.27 0 0.4 0
TAMBA 26 BARSAFO 9,000 43,000 40 1.36 0.16 0.2 0.17 0.13 0.5 0.2 0
TAMBA 6 KOUMARE 11,000 53,000 41 1.20 0.16 0.4 0.18 0.26 0 0.2 0
TAMBA 31 MISSIRAH  THIARENE 4,000 19,000 42 0.84 0.16 0.2 0.25 0.13 0 0.1 0

※複合サイト（No.５＋No.６）が含まれるため、優先順位は42位まで表示している。

※ミニッツ仏
語正文には

未記載

総合
点数

７．プロジェクト
実施主体

４．アクセス難
易度

５．水利用状況
６．セネガル側
での実施困難

度

１．地域的優先
度

２．想定給水人
口

３．村落状況優先
順位

概算事業費
州 N° サイト名
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セネガル国 

タンバクンダ州給水施設整備計画 

概略設計概要説明調査 

協議議事録 

 

セネガル国（以下、「セ」国という）からの要請に基づいて、日本国政府は「タンバクンダ州給水施設整備計

画」（以下、プロジェクトという）に関する準備調査（概略設計概要説明調査）の実施を決定し、その実施を国際

協力機構（以下、ＪＩＣＡという）に委託した。 

ＪＩＣＡは、ＪＩＣＡ地球環境部吉田克人客員専門員を団長とする準備調査団（概略設計概要説明調査）（以下、

調査団という）を 2009 年 12 月 12 日から 12 月 18 日までセネガル国に派遣した。 

協議の結果、双方は附属書に記述された主要事項について確認・合意した。 

 

ダカール、2009 年 12 月 17 日 

 

 

 

 

 

 

吉田克人 

団長  

準備調査団（概略設計概要説明調査） 

国際協力機構(JICA) 

 M. Alassane Tairou Ndiaye 

地方水利局長代理 

都市・住宅・建設・水利省 

セネガル国 

 

  M. Massar WAGUE 

経済財政協力局長 

経済財政省 

セネガル国 
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附属書 

 

１．概略設計書ドラフトの内容確認 

調査団は、概略設計書ドラフトに記載される協力内容について、セネガル国（以下、「セ」国）側に説明し、

「セ」国側は、概略設計書ドラフトを受け取り、記載内容について合意した。 

 

２．日本の無償資金協力 

双方は、下記項目に留意しつつ、2009年6月4日付協議議事録附属書第4項「日本の無償資金協力制度」

について合意した。 

・ 第 4-3 項「プロジェクトの実施前段階で、既存施設及び機材の撤去が必要な場合は、セネガル国側負

担で必要な措置を行う。」 

・ 第4-4項「他ドナー・NGOが建設したサイトを改修対象とする場合、セネガル側は、関連ドナー・NGO側

に対して、改修対象とする旨伝えるとともに、給水施設の図面、配管網図、井戸諸元等のデータを責任

持って入手する。」 

・ 2009 年 6 月 4 日付協議議事録別添 5,6,7 記載事項 

さらに、「セ」国側は、本協議議事録添付 5-1,5-2,5-3 記載事項に係る調査団からの説明を受け、無償資金

協力の枠組みにおける「セ」国側の責務について確認し、合意した。 

 

３．プロジェクト実施機関および担当部局 

プロジェクト実施機関は都市・住宅・建設・水利省（MUHCH）、担当部局は地方水利局（DHR）である。 

なお、改修後の給水施設の持続的な維持管理を実施するために、維持管理局（DEM）とも緊密に協力して

プロジェクトを実施する。 

本プロジェクトの実施における DHR と DEM の責任と役割は次のとおり。 

・ DHR：プロジェクトの実施、調整 

・ DEM：施設・機材の改修と水利用者管理組合（ASUFOR）の強化、再強化 （「セ」国法令 No.2003・

358/2003 年 5 月 26 日付参照） 

 

４．スケジュール 

 調査団は、確定した事業内容、概略事業費に基づいて作成したファイナルレポートを 2010 年 2 月に、「セ」

国側へ提出する。 

 

５．プロジェクトコンポーネント 

調査団は「セ」国側に対し、別添 3 の通りプロジェクトコンポーネントを説明した。また、プロジェクトコンポー

ネントは、確定されたものではなく、日本国政府の閣議決定を経て 終的に確定されることを説明し、「セ」国

側はこれらに合意した。 
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６．概略事業費 

調査団は「セ」国側に対し、別添 4 の通り概略事業費を説明した。特に、概略事業費は、確定されたもので

はなく、日本国政府の閣議決定を経て 終的に確定されることを説明した。また、調査団は「セ」国側に対し、

本概略事業費や概略設計概要書の内容については、適正な入札を行うため入札が完了するまでは複製や第

三者への情報漏洩が無いよう厳重に情報管理される必要があることを説明し、「セ」国側はこれらに合意し

た。 

 

７．その他事項  

7-1 給水施設の運営・維持管理 

「セ」国は、プロジェクト終了後の給水施設を適切に運営・維持管理することに合意した。特に、MUHCH は、

ASUFOR による給水施設の維持管理の状況を定期的にモニタリングし、支援することに合意した。 

この作業は、地方水利支部（DRH）の指導の下、ASUFOR からの依頼によって、SM、BPF 或いは給水施設

の民間委託開始後の業者によって実施される。 

また、「セ」国は、工事開始前の段階から、プロジェクト対象サイトを支援し、状況に応じて、プロジェクトを円

滑に進めるために必要な投入を行うことに合意した。 

 

7-2 給水施設の維持管理に係る民間委託の状況 

「セ」国側は、現在進行中の給水施設の維持管理に関する民間企業への委託の進捗について、次のとおり

説明した。 

・ 中央地域でパイロットプロジェクトが実施された結果を踏まえ、以下のように民間委託が他地域にも拡大

する決定がなされた。 

＊ 中央地域（ジューベル州、カオラック州、ファティック州、カフリン州、ティエス州）は 2010 年末まで。 

＊ 北部地域（ルーガ州、サンルイ州、マタム州）は 2010 年末まで。 

＊ 南部地域（タンバクンダ州、ジガンショール州、セデュー州、コルダ州、ケドゥグ州）は 2011 年まで。 

・ 入札後、選択された１民間企業に、各地域の維持管理業務を委託する。 

・ SM や BPF は引き続き存続し続け、民間委託後、DEM の新しい任務を遂行する。 

調査団は、本プロジェクトで改修・拡張される給水施設の運営・維持管理に対し、当該改編が負の影響を及

ぼさないよう申し入れるとともに、当該改編を実施後も、給水施設の効果的・効率的運営・維持管理が行われ

るよう適切な実施体制の構築を申し入れ、「セ」国側は、合意した。 

 

7-3 実施対象サイトにおけるコミュニティからの合意取り付け 

「セ」国側は、本プロジェクトで給水施設の改修・拡張が実施される村落の村長及び ASUFOR、水管理委員

会（Comitte）の代表に対して、プロジェクト実施後も適切に運営・維持管理を行うことを約束する合意書を 2010

年 2 月上旬までに取り付けることに同意した。 

 

7-4 ソフトコンポーネント 

双方は、上記7-1 に述べる運営・維持管理に資するために、必要に応じて、ソフトコンポーネントによる技術

指導を実施することにつき合意した。 

ソフトコンポーネントの実施に際して、「セ」国側は、必要なカウンターパートを充てることにつき合意した。 

 

7-5 環境影響評価 

双方は、「セ」国の環境影響評価法令及び概略設計調査で求められる環境影響評価が必要な場合、「セ」国

は必要な手続きを行うことを確認した。また、「セ」国側は、本プロジェクトに対する影響面に関する環境局から

の証明書を入手し、必要な手続きを行うことを約束した。 
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別添 1：全体図 

別添 2：タンバクンダ県内詳細地図 

別添 3：プロジェクトコンポーネント 

別添 4：概略事業費 

別添 5-1：無償資金協力スキーム 

別添 5-2：無償資金協力の手順 

別添 5-3：無償資金協力における両国の事業分担 



  

 

別添１：全体図 
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別添２：タンバクンダ県内詳細地図 



  

別添３：プロジェクトコンポーネント 

 

水中ﾎﾟ
ﾝﾌﾟ

既
存
井

改
修

新
規

掘
削

設置
発電
機

商業
電力

改修 新設
改
修

新
設

改
修

新
設

改修1 改修2 新設 改修 設置 改修 設置 改修 新設 改修 新設 改修 新設

1 TAMBA 36 GOUDIRY 2      2 2 1 1 1 1 400m3
-15mH

400m3
地上型

15 5 10 4 2 1 1 3.43 18.40

2 TAMBA 34 SINTHIOU MALEME 1 1      2 2 2 1 1 1 1 100m3
-15mH

6 6 6 3 1 2 1.56 12.95

3 TAMBA 14 DAROU NDIAWENE 1      1 1 1 1 1 80m3
-5mH

6 4 1 1 1 0.59

4 TAMBA 11 DIAGLE SINE 1      1 1 1 1 1 50m3
-5mH 5 4 1 1 1 1.34

5 TAMBA 30 MAKA 1      1 1 1 1 1 100m3
-12mH

7 8 6 4 1 1 0.69 18.50

6 TAMBA 28 COLIBANTANG 1      1 1 1 1 1 100m3
-5mH 4 7 3 1 1 0.48

7 TAMBA 29 MERETO 1 1 1 1 1 1 200m3
-15mH

13 2 3 1 1 0.82

8 MATAM 46 AOURE 1 1 1 1 1 1 200m3
-15mH

12 3 2 3 1 1 4.86 8.45

9 TAMBA 10 KOUMPENTOUM 1      1      2 2 1 1 1 1 100m3
-12mH 3 20 5 2 1 1 2.04 11.40

10 THIES 45 TAIBA NDIAYE 1 1      2 2 1 1 1 150m3
-15mH

100m3
-15mH

12 33 3 1 0.10

11 TAMBA 54 HAMDALLAYE TESSAN 1      1 1 1 1 1 50m3
-10mH

4 9 7 1 1 1 2.27 10.10

12 TAMBA 37 GOUMBAYEL 1      1 1 1 1 1 50m3
-15mH

50m3
地上型

8 4 3 1 1 1 0.95 8.35

13 TAMBA 16 FASS GOUNASS 1 1 1 1 1 1 100m3
-5mH

8 4 2 1 1 0.81

14 TAMBA 15 DAROU SALAM SINE II 1 1 1 1 1 1 50m3
-5mH 6 4 1 1 1 1 0.69

15 LOUGA 50 MBAYEGNE THIASDE 1 1      2 2 1 1 1 1 100m3
-5mH

4 3 2 1 1 1 0.57

16 TAMBA 53 BIDIANKOTO 1      1 1 1 1 1 50m3
-15mH

3 2 4 1 1 2 1 1 2.18 2.15

17 MATAM 47 DOUNDE 1      1 1 1 1 1 1 150m3
-15mH 5 3 6 2 1 1 5.19 14.05

18 TAMBA 13 DIAM DIAM 1      1 1 1 1 1 80m3
-5mH

100m3
-20mH

9 3 5 2 1 1 0.86 18.05

19 TAMBA 24 MISSIRAH 1 1 1 1 1 1 1 50m3
-10mH

350m3
地上型

11 9 1 1 1 2 3.19

合計 10 14 24 24 6 17 4 16 3 16 3 19 4 1 141 100 37 51 32 11 19 2 15 7 32.61 122.40

優先
順位

州 No. サイト名

貯水槽
公共水栓

（中心村落）
機械室 管理人室 トイレ動力原水源井 中心村落配

水配管(km)
※施設内除

く

衛星村落配
管距離(km)

車輌給水所
柵(機械室周

囲）
公共水栓

（衛星村落）
家畜水飲場
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別添４：概略事業費 
 

プロジェクトの概略事業費 
 
 

a） 日本側負担経費 

概略総事業費       約 1,266 百万円 

(1)  施設建設費  19 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円） 

施設 
井戸建設工事、揚水機器設置工事、機械室建設工事、貯水槽

建設工事、配管工事、配水施設建設工事、各種改修･拡張工事 1,068.2 

実施設計・施工監理 178.5 

ソフトコンポーネント活動 19.5 

概略事業費（計）     約 1,266.2 百万円 

 

① ティエス州 1 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円） 

施設 井戸建設工事、揚水機器設置工事 61.6 

実施設計・施工監理 10.0 

ソフトコンポーネント活動 1.1 

概略事業費（小計）      約 72.7 百万円 

 
② ルーガ州 1 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円） 

施設 

井戸建設工事、揚水機器設置工事、機械室建設工事、貯

水槽建設工事、配管工事、配水施設建設工事、各種改

修･拡張工事 
48.6 

実施設計・施工監理 7.8 

ソフトコンポーネント活動 0.8 

概略事業費（小計）      約 57.2 百万円 

 
 
 
 



   A-83

③ マタム州 2 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円） 

施設 

井戸建設工事、揚水機器設置工事、機械室建設工事、貯

水槽建設工事、配管工事、配水施設建設工事、各種改

修･拡張工事 
165. 1 

実施設計・施工監理 26.8 

ソフトコンポーネント活動 3.0 

概略事業費（小計）      約 194.9 百万円 

 
④ タンバクンダ州 15 ヶ所 

費目 概略事業費（百万円） 

施設 

井戸建設工事、揚水機器設置工事、機械室建設工事、貯

水槽建設工事、配管工事、配水施設建設工事、各種改

修･拡張工事 
792.9 

実施設計・施工監理 133.9 

ソフトコンポーネント活動 14.6 

 

概略事業費（小計）      約 941.4 百万円 

 

ｂ） 「セ」国側負担経費  

 
費目 経費 備考 

支払い授権書(A/P)の通知手数料 12,000 円 
A/P 開設:\4,000  

A/P ｱﾒﾝﾄﾞ:\2,000 

銀行取極を締結した銀行に対する支払

い手数料 

649,500 円 

 
E/N 額の 0.05% 

合 計 661,500 円  
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別添５-１：無償資金協力スキーム 

 

無償資金協力 

 

日本国政府はODA業務に係る質の改善を図るため組織改革を行い、その一環として2008年10月1日に新JICA法

が施行された。本法及び日本国政府の決定に基づき、JICAが無償資金協力の実施機関となった。 

無償資金協力とは被援助国に返済義務を課さないで資金を供与する援助で、被援助国が自国の経済・社会の発

展のために役立つ施設、資機材及び役務（技術あるいは輸送等）を調達するのに必要な資金を、我が国の関係法令

に従って以下のような原則により贈与するものである。日本国政府が資材・機材、設備等を直接に調達して現物供与

する形態はとっていない。 

 

１． 無償資金協力実施の手順 

我が国の無償資金協力は次のような手順により行われる。 

・協力準備調査   JICAにより実施 

・審査及び承認   日本国政府及びJICAによる審査、閣議による承認 

・実施の決定    日本国政府と被援助国間の口上書交換 

・贈与契約     JICAと被援助国間の契約締結 

・実施       贈与契約に基づくプロジェクトの実施 

 

２． 調査の位置づけ 

（1）調査の内容 

JICAが実施する協力準備調査の目的は、JICA及び日本国政府が無償資金協力の審査を行う際に必要な

基礎的資料（判断材料）を提供することであり、その内容は以下のとおりである。 

－ プロジェクトの背景、目的、効果並びに実施に必要な被援助国側関関係機関の能力の確認 

－ 無償資金協力実施の妥当性について技術面、財政面、社会・経済面での検証 

－ プロジェクトの基本構想について双方で確認 

－ プロジェクトの概略設計策定 

－ 概略事業費の積算 

なお、要望された内容が全てそのまま協力の対象となるのではなく、我が国の無償資金協力のスキーム等

を勘案し、基本構想が確認される。 

また、無償資金協力として実施するに当たって、JICAは被援助国側の自助努力を求める立場から被援助国
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にも必要な措置を求めており、この措置が実施を担当する機関以外の所管事項である場合であってもその実

施の担保を求めるものであり、 終的には被援助国政府の関係する機関全てとの確認をミニッツにより行う。 

 

（2）コンサルタントの選定 

調査の実施に際してJICAは登録業者の中からプロポーザル方式によりコンサルタントを選定する。 

 

（3）調査結果 

調査報告書はJICAによって検討され、無償資金協力の妥当性が確認された後、JICAは無償資金協力実施

に係る審査を日本国政府に提言する。 

 

３． 無償資金協力のスキーム 

 

（1）交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A） 

無償資金協力が閣議によって承認の後、交換公文（E/N）が日本国政府と被援助国政府との間で署名され、

引き続きJICAと被援助政府との間で贈与契約（G/A）が締結される。G/Aは支払条件、被援助国の責務、調達

条件といった、当該プロジェクトの実施に必要とされる条項を定めるものである。 

 

（2）コンサルタントの選定 

技術的一貫性を保つため、協力準備調査を実施したコンサルタントは、E/N及びG/Aの後の当該プロジェクト

に引き続き従事するため、JICAによって被援助国へ推薦される。 

 

（3）調達適格国 

無償資金協力の資金は、原則として、日本国又は被援助国の生産物ならびに日本国民又は被援助国民の

役務を購入するために使用される。なお、無償資金協力の資金はJICA及び被援助国政府（又は政府が指定す

る当局）が必要と認める場合には第三国（日本国又は被援助国以外）の生産物の購入又は役務の購入にも使

用することが可能である。但し、無償資金協力を実施するに当たって必要とするプライムコントラクター、即ち、

コンサルタント、施工業者及び調達業者は「日本国民」に限定される（ここでいう「日本国民」という語は日本国

の自然人又はその支配する日本国の法人を意味する）。 

 

（4）「認証」の必要性 

被援助国政府（又は政府が指定する当局）が行う「日本国民」との契約は「円貨建」で締結され、かつ、JICA
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による「認証」を必要とする。「認証」は贈与財源が日本国民の税金であることによる。 

 

（5）被援助国に求められる措置 

無償資金協力が実施されるに際して被援助国政府は別紙のような措置等が求められる。 

 

（6）「適正使用」 

無償資金協力により建設される施設及び購入される機材が、適正かつ効果的に維持され、使用されること、

並びにそのために必要な要員等の確保を行うこと。また、無償資金協力によって負担される経費を除き必要な

維持・管理費全ての経費を負担すること。 

 

（7）「輸出及び再輸出」 

無償資金協力により購入される生産物は被援助国より輸出あるいは再輸出されてはならない。 

 

（8）銀行取極（B/A） 

a）被援助国政府（又は指定された当局）は日本国内の銀行に被援助国政府名義の口座を開設する必要が

ある。JICAは認証された契約に基づいて被援助国政府又は政府が指定する当局が負う債務の弁済に充

てるための資金を右勘定に「日本円」で支払うことにより無償資金協力を実施する。 

b）JICAによる支払いは被援助国政府又は政府が指定する当局が発行する「支払授権書（A/P）」に基づいて

「銀行」が支払請求書をJICAに提出した時に行われる。 

 

（9）支払授権書（A/P） 

被援助国政府は、銀行取極を締結した銀行に対し、支払授権書の通知手数料及び支払い手数料を負担し

なければならない。 

 

（10）環境社会配慮 

被援助国政府は当該プロジェクトに対して社会環境配慮を確保しなければならない。また、被援助国の環境

規制及び「JICA社会環境配慮ガイドライン」に従わなければならない。 
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別添５-２無償資金協力の手順 

無償資金協力の手順 
      

裨
益
国
政
府

日
本
国
政
府

J
I
C
A

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

請
負
業
者

そ
の
他

要請 　

プロジェクトの選考 TORの評価 プロジェクト確認調査 *

協力準備調査 *
現地調査
国内業務
報告書

* 必要な場合

概略設計調査
プロポーザルによる

コンサルタントの
選出と契約

現地調査
国内業務
報告書

概略設計概要報告書説明 概略設計報告書 　

プロジェクトの認証

省間協議

公文原案提出

閣議承認

Ｅ/Ｎ + G/A
（E/N：交換公文）
（G/A：贈与契約）
（A/P：支払い授権書）

銀行取極

コンサルタント契約 認証 A/P発行

詳細設計調査、入札図書 裨益国の承認 入札準備

開札と評価

請負業者契約 認証 A/P

調達・施工 竣工検査 裨益国の竣工検査

供用 終了時評価

　

事後評価 フォローアップ

実施

評価と
フォローアップ

段階

協力準備
調査

業務展開

要請

プロジェ
クトの形
成と準備

評価と認証
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別添５－３：無償資金協力における両国の事業分担 

 

両国の主要な分担事業内容（土木案件） 

N ﾟ 項目 

無償資金協力

援助にカバーさ

れる部分 

受益国によりカ

バーされる部分

1. 必要な用地の取得と整地の保証  ● 

2. 受益国の荷揚港における生産品の速やかな荷揚・通関と内国輸送の保証   

 1) 海路（空路）による受益国への日本生産品の輸送 ●  

 2) 受益国の荷揚港における税及び通関の免税  ● 

 3) 荷揚港からプロジェクトサイトまでの内国輸送 （●） （●） 

3. 受益国において生産物およびサービスの購入に課せられる関税、内国税、その他

の税に対する免税の保証 
 ● 

4. 生産物およびサービス調達に援助を必要とする日本国民に対する業務遂行のた

めの受益国への入国および滞在の保証 
 ● 

5. 「施設と資機材」/「施設」がプロジェクトの実施のため正しく効果的に使用されるこ

との保証 
 ● 

6. プロジェクトの実施のために必要な無償資金協力によりカバーされる以外の、全て

の費用の負担 
 ● 

7. 銀行取極（B/A）に基づく銀行業務のための日本の両替銀行の以下の手数料負担   

 1) 支払い受験書（A/P）の通知手数料  ● 

 2) 支払手数料  ● 

8. プロジェクト実施における環境社会配慮  ● 

 

両国の主要な分担事業内容（機材案件） 

N ﾟ 項目 

無償資金協力

援助にカバーさ

れる部分 

受益国によりカ

バーされる部分

1. 受益国の荷揚港における生産品の速やかな荷揚・通関と内国輸送の保証   

 1) 海路（空路）による受益国への日本生産品の輸送 ●  

 2) 受益国の荷揚港における税及び通関の免税  ● 

 3) 荷揚港からプロジェクトサイトまでの内国輸送 （●） （●） 

2. 受益国において生産物およびサービスの購入に課せられる関税、内国税、その他

の税に対する免税の保証 
 ● 

3. 生産物およびサービス調達に援助を必要とする日本国民に対する業務遂行のた

めの受益国への入国および滞在の保証 
 ● 

4. 機材がプロジェクトの実施のため正しく効果的に使用されることの保証  ● 

5. 無償資金協力によりカバーされる以外の、資機材の輸送と取り付けに必要な全て

の費用の負担 
 ● 

6. 銀行取極（B/A）に基づく銀行業務のための日本の両替銀行の以下の手数料負担   

 1) 支払い受験書（A/P）の通知手数料  ● 

 2) 支払手数料  ● 

7. プロジェクト実施における環境社会配慮  ● 
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